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（百万円未満切捨て）

1．１９年３月期の連結業績（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日） 
（1）連結経営成績        （％表示は対前期増減率）

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

1 9 年 3 月期 376,841 (  0.5) 2,638 (  76.3) 2,621 (  61.9) 811 ( － )
1 8 年 3 月期 375,022 (△ 1.0) 1,496 (△ 48.5) 1,619 (△ 45.4) 10 (△ 98.7)

 1 株当たり 
当期純利益 

潜在 株 式調 整 後
1 株当たり当期純利益

自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

 円  銭 円  銭 ％ ％ ％

1 9 年 3 月期 15 10   － － 4.2 3.0 0.7 
1 8 年 3 月期    0 15  － － 0.1 1.8 0.4 
（参考） 持分法投資損益 19 年 3 月期 13 百万円 18 年 3 月期 51 百万円  

（2）連結財政状態 
 総資産 純資産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％  円   銭
1 9 年 3 月期 89,415 25,412 21.3 355 55 
1 8 年 3 月期 86,009 19,329 22.5 358 32 
（参考） 自己資本 19 年 3 月期 19,055 百万円 18 年 3 月期 19,329 百万円  

（3）連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

1 9 年 3 月期 1,068 17 △ 433 3,132 
1 8 年 3 月期 5,241 573 △ 5,872 2,479 

2．配当の状況 
 1 株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期末 年間 
配当金総額 
（年額） 

配当性向 
（連結） 

純資産配当率
（連結） 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

1 8 年 3 月期 － 7 50 7 50 404 － 2.1 
1 9 年 3 月期 － 7 50 7 50 402 49.7 2.1 
2 0 年 3 月期 

（予 想） － 10 00 10 00 32.1 

3．２０年３月期の連結業績予想（平成 19 年 4 月 1 日～平成 20 年 3 月 31 日） 
（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1 株当たり
当期純利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中 間 期 182,300 (  1.4) 1,030 (  74.9) 950 (  57.5) 500 ( － ) 9 33 
通 期 380,000 (  0.8) 3,300 (  25.1) 3,000 (  14.4) 1,700 (109.6) 31 15 
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4．その他 
（1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）   有 
 新規 1 社 （社名 大阪魚市場㈱） 除外 － 社  
 （注）詳細は、6 ページ「企業集団の状況」をご覧ください。 
 
（2）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 
 ① 会計基準等の改正に伴う変更 有 
 ② ①以外の変更 有 
 （注）詳細は、16 ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 
  
（3）発行済株式数（普通株式） 
 ① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 19 年 3 月期 55,362,921 株 18 年 3 月期 55,362,921 株

 ② 期末自己株式数 19 年 3 月期 1,769,837 株 18 年 3 月期 1,422,925 株

 （注）1 株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、26 ページ「1 株当たり情報」をご覧

ください。 
 
（参考）個別業績の概要 
 
1．１９年３月期の個別業績（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日） 
（1）個別経営成績        （％表示は対前期増減率）

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

1 9 年 3 月期 104,687 (△ 51.0) 589 (△ 41.9) 711 (△ 42.2) 478 ( － )
1 8 年 3 月期 213,531 (△  0.5) 1,015 (△ 34.6) 1,230 (△ 28.6) △ 1,224 ( － )

 1 株当たり 
当期純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 
1 株当たり当期純利益  

 円  銭 円  銭
1 9 年 3 月期 8 90   － －  
1 8 年 3 月期 △ 22 68  － －  

（2）個別財政状態 
 総資産 純資産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％  円   銭
1 9 年 3 月期 33,714 18,273 54.2 340 65 
1 8 年 3 月期 45,166 18,945 41.9 350 91 
（参考） 自己資本 19 年 3 月期 18,273 百万円 18 年 3 月期 18,945 百万円  

 
 
 
※ 業績の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後

様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 

・20 年 3 月期の予想 1 株当たり当期純利益及び予想配当性向につきましては、当社の子会社である大栄太源株式会社

の完全子会社化のための株式交換（平成 19 年 10 月 1 日予定）に伴う自己株式 1,700,014 株、新規発行 260,000 株

の割当交付を反映させた 20 年 3 月期予想期中平均株式数を基に算定しております。 
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１．経 営 成 績
（1）経営成績に関する分析 
 （当期の概況） 
  当期におけるわが国経済は、企業収益の改善が進むなか、設備投資が増加基調を保ち、雇用・所得環境の改

善に伴い、個人消費も緩やかながら回復基調で推移いたしました。 
 しかしながら水産物流通業界におきましては、依然として個人消費の本格的な回復は実感できず、海外市場

における世界的な水産物需要の高まりによる買付競争や企業間の販売競争の激化により、仕入コストの上昇を

販売価格に転嫁できないなど非常に厳しい環境下にありました。 
 このような環境のもと当社は、昨年の 10 月にＯＵＧホールディングス株式会社に商号変更を行い、会社分

割により全事業である荷受事業を新設の「大阪魚市場株式会社」に承継し、純粋持株会社体制に移行いたしま

した。 
当社グループ各社は、全体最適のグループ経営のもと、それぞれのミッション（役割）を明確にし、生産・

加工・流通の分野において、総合力を発揮して多様化する顧客ニーズに対応すべく積極的な事業活動を展開し

てまいりました。この結果、当連結会計年度の売上高は 3,768 億 41 万円（前年同期比 100.5％）と増収とな

りました。事業部門別では、卸売市場における水産物卸売部門は 2,305 億 95 百万円（前年同期比 101.3％）、

卸売市場以外での水産物卸売部門は 1,414 億 46 百万円（前年同期比 99.0％）、その他 47 億 99 百万円（前年

同期比 108.1％）となっております。 
 売上総利益は利益率の改善により 257 億 89 百万円（前年同期比 103.4％）となり、営業利益は販売費及び

一般管理費の間接経費全般について削減等効率化を進め 26億 38百万円（前年同期比 176.3％）となりました。

経常利益は金融収支の改善に努め 26 億 21 百万円（前年同期比 161.9％）となりました。当期純利益は投資有

価証券売却益 3 億 63 百万円の特別利益の計上と経営基盤整備費用 2 億 75 百万円、減損損失 2 億 4 百万円を

含む特別損失 9 億 25 百万円の計上により、8 億 11 百万円となりました。 
 なお、事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 
＜水産物卸売事業＞ 
 中央卸売市場を核とした集荷販売機能による水産物流通と全国各地を網羅する販売拠点を生かした幅広い

流通網をもつ水産物卸売事業の売上高は 3,742 億 65 百万円（前年同期比 100.3％）、営業利益は 21 億 51 百

万円（前年同期比 118.5％）となりました。 
＜水産物加工事業＞ 
 辛子明太子、塩たらこ、シシャモ等の海外委託加工、消費地にある鮮魚加工センターにて輸入サーモンのフ

ィーレ加工及びハマチ、ブリ等の鮮魚加工を行う水産物加工事業の売上高は 60 億 21 百万円、営業利益は製

造の主力商材である輸入水産物の価格が高騰するなか、一部設備や製造工程の見直し等もあり 1 億 81 百万円

の損失となりました。 
＜養殖事業＞ 
 九州、四国にてハマチ、ブリを主力に養殖を展開する養殖事業では、売上高 48 億 32 百万円（前年同期比

98.5％）となり、営業利益は、前期は魚価低迷や台風災害による影響により 3 億 28 百万円の損失となりまし

たが、当期は 4 億 88 百万円の利益となりました。 
＜その他の事業＞ 
 グループの水産物流通を補完する物流・配送事業等その他の事業の売上高は 32 億 61 百万円、営業利益は

41 百万円となりました。 
 なお、前連結会計年度において「その他の事業」に含めておりました「水産物加工事業」は営業利益に占め

る重要性が増加したため、当連結会計年度より別掲いたしました。このため、「水産物加工事業」と「その他

の事業」の前年同期比については記載しておりません。 
（次期の見通し） 
 今後の見通しにつきましては、雇用・所得環境の改善により個人消費に回復の兆しが見受けられるものの、

米国経済の減速懸念や原油価格の高騰など先行き不透明感は拭えず、景気は楽観できない状況で推移するもの

と思われます。 
当社は、引き続き水産物流通のトータルシステム及び効率的かつ競争力のある水産物卸売業務の構築に取組

み、経営基盤の強化を図るとともに、変化する消費者ニーズに対応し、的確に需要動向をとらえ積極的な営業

活動を推進し業績の向上に尽力してまいります。 
 次期の業績に関しましては、売上高 3,800 億円、営業利益 33 億円、経常利益 30 億円、当期純利益 17 億円

を見込んでおります。 
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（2）財政状態に関する分析 
 当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ 6 億 52 百万円増加し、31 億

32 百万円となりました。 
 当連結会計年度における各キャッシュ･フローの状況は次のとおりです。 
（営業活動によるキャッシュ･フロー） 
 営業活動によるキャッシュ･フローは 10 億 68 百万円の収入（前年同期 52 億 41 百万円の収入）となりまし

た。売上債権の増加 33 億 79 百万円がありましたが、税金等調整前当期純利益 20 億 60 百万円及び仕入債務

の増加 28 億 56 百万円が主な資金の増加要因となりました。 
（投資活動によるキャッシュ･フロー） 
 投資活動によるキャッシュ･フローは 17 百万円の収入（前年同期 5 億 73 百万円の収入）となりました。投

資有価証券の売却及び取得による純収入 4 億 37 百万円が主な資金の増加要因となりました。 
（財務活動によるキャッシュ･フロー） 
 財務活動によるキャッシュ･フローは 4 億 33 百万円の支出（前年同期 58 億 72 百万円の支出）となりまし

た。これは主に配当金の支払 4 億 66 百万円及び自己株式の取得 1 億 60 百万円によるものであります。 
 キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  
15 年 3 月期 16 年 3 月期 17 年 3 月期 18 年 3 月期 19 年 3 月期 

自己資本比率 （％） 15.7 20.3 20.1 22.5 21.3 
時価ベースの自己資本比率 （％） 13.3 16.0 17.4 22.4 18.6 
ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ対有利子負債比率 （年） 14.6 5.1 － 5.9 28.9 
ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ （倍） 5.0 14.4 － 15.3 3.3 

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ･フロー 
ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ：営業キャッシュ･フロー／利払い 

※各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 
※営業キャッシュ･フローは、連結キャッシュ･フロー計算書の営業活動によるキャッシュ･フローを使用

しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての

負債を対象としております。また、利払いは、連結キャッシュ･フロー計算書の利息の支払額を使用して

おります。 
※17 年 3 月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト･カバレッジ･レシオについては、

営業キャッシュ･フローがマイナスのため記載しておりません。 
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（3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、経営の基本方針のもと、経営の効率化を図り収益性の強化に努め、株主の皆様への安定かつ継続

的な利益還元を行う株主重視の姿勢に立ちます。また、利益配分につきましては、安定的な配当と共に経営

基盤の安定強化にも留意してまいります。 
当期の 1 株当たり期末配当金は 7 円 50 銭を予定しております。また、次期の 1 株当たり期末配当金は

10 円（普通配当金 7 円 50 銭、記念配当金 2 円 50 銭）を予定しております。 
（4）事業等のリスク 

 当社グループの事業等のリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以

下のようなものがあります。 

①需給動向及び市況に係わるリスク 

 当社グループは、水産物卸売事業を主要業務としております。漁獲量に起因する需給量の変動とこれに

伴う魚価の変動や、為替相場の影響による魚価の変動は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

②金利情勢によるリスク 

 当社グループは、設備資金及び営業活動に要する資金の一部を金融機関からの借入により調達しており

ます。平成19年３月期末における借入金残高は連結ベースで309億26百万円、当社単体で134億22百万円

であり、金利情勢の影響を受け、当社グループの業績が変動する可能性があります。 

③法規制等について 

 当社グループの主要事業部門である、卸売市場における水産物卸売部門に適用される卸売市場法及びそ

の他の関係法令は、社会情勢に応じて今後も適宜改正ないし解釈の変更等が行われる可能性があり、当社

グループの事業活動及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

④退職給付債務 

 当社グループの従業員退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産

の期待収益率に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、又は前提条件が変更

された場合、その影響は累積され、将来にわたって規則的に認識されるため、割引率及び運用収益の動向

によっては、当社グループの業績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。 
⑤繰延税金資産 

 当社グループは税効果会計の適用による繰延税金資産を計上しております。繰延税金資産の回収可能性

の判断は将来の課税所得に関する予測・仮定に基づいており、実際の課税所得の推移によっては減額され、

当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 
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２．企 業 集 団 の 状 況 

 
 当社の企業集団は、子会社 30 社、関連会社 6 社で構成されております。当社の主要業務は卸売市場法

に基づく水産物卸売業であり、併せて加工原料魚の貿易並びに販売に携わっております。 
 当社の企業集団は各種水産物の販売・加工・養殖・物流や外食事業等を行なっており、企業集団の連

携に伴う市場外流通において重要な位置を占めております。当社の連結決算対象会社は、子会社 13 社、

持分法適用会社は 1 社であり、非連結とした子会社並びに関連会社 22 社はいずれも小規模会社であり、

合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 
 当社は、平成 18 年 10 月 1 日をもって、純粋持株会社であるＯＵＧホールディングス㈱（大阪魚市場

㈱から商号変更）と、事業会社である大阪魚市場㈱（新設）に分割しております。 
 
【業務系統図】 
                                     

  
 ＜当社＞ ＯＵＧホールディングス㈱ （純粋持株会社）  

     

     

＜水産物卸売事業＞ 餌料 ＜養殖事業＞ 

 連結子会社   連結子会社

  大阪魚市場㈱ （注）1    ㈱兵殖 

  大栄太源㈱  （注）2   

  ㈱スイチョク  
＜外食事業＞ 

  やまは食品㈱ 原材料提供  連結子会社

  和歌山魚類㈱    ㈱キスリング 

  ダイワフーズ㈱   

  滋賀県魚市場㈱  ＜物流・配送事業＞ 

 持分法適用会社   連結子会社

  ㈱奈良魚市    舞洲流通センター㈱ 

   

＜水産物加工事業＞  ＜保険・リース事業＞ 

 連結子会社 保険・リース契約  連結子会社

  UOICHI PANAMA INC．    ㈱トップ 

  関空トレーディング㈱   

   

  商品の売買 

  サービスの提供等 

   

（注）1．大阪魚市場㈱は、当連結会計年度において会社分割により新たに設立いたしました。 

2．大栄太源㈱は、大阪証券取引所市場第二部に上場しております。 

 6
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３．経 営 方 針 
（1）会社の経営の基本方針 

水産物流通業界においては、少子化による食品の消費量の減少、消費者ニーズの更なる多様化、食品に対

する安全・安心への要求の高まり、水産資源の枯渇化など環境変化への対応が求められております。 
このような急激な環境変化に迅速に対応するため、当社グループは、「水産物をコアとし、お客様に価値

ある商品とサービスを提供することにより、食文化の発展に貢献します。」を経営理念といたしました。 
また、生産者から消費者までの水産物流通のトータルシステムである「新しい水産物流通サービス業を創

造し、お客様に安全・安心と満足を提供することにより、社会に貢献することを通じて企業価値の最大化を

図る。」ことをグループ経営の基本方針といたしました。 
（2）中長期的な会社の経営戦略 

この基本方針を実現するため、当社グループは、グループ経営の強化によるグループ全体の総合力の発揮

および経営資源の選択と集中による競争力の強化を目指すべく、本年 4 月に 2007 年度から 2009 年度に至

る「第 1 期ＯＵＧ中期経営計画」（以下、本中計）を策定いたしました。 
本中計では、次の 4 つのグループ基本戦略と各事業の連携によって企業価値を向上させてまいります。 
・戦略創造型グループ経営の追求 
・グループ経営基盤の構築 
・近畿荷受ネットワークの構築 
・地域を基軸とした市場外事業の再編・強化 

 事業再編につきましては、当社と株式会社マルハグループ本社は、近畿地区における水産物荷受事業の統

合に関し、凍結することで両社合意いたしましが、当社は本荷受事業統合の凍結に関わらず、荷受事業の競

争力を強化するため、近畿荷受ネットワークの実現に向けて、当社グループ荷受事業会社である大阪魚市場

株式会社、和歌山魚類株式会社、滋賀県魚市場株式会社の 3 社を 2007 年 10 月に経営統合いたします。 
 また、当社グループの成長エンジンとして、地域を基軸とした市場外事業のさらなる競争力を強化するた

め、当社グループの市場外事業会社である大栄太源株式会社、株式会社スイチョク、やまは食品株式会社の

3 社を 2008 年 4 月を目処に経営統合を目指しております。  
（3）会社の対処すべき課題 

当社グループは、これら「荷受事業」と「市場外事業」の 2 つの事業をコア事業と位置づけ、顧客起点経

営のもと、両事業の連携により相乗効果を発揮し、競争力を強化することでグループ全体の企業価値を高め

てまいります。 
本中計では、2007 年度から 2009 年度までの 3 年間でグループ経営基盤を構築し、経営目標として 3 年

後の 2009 年度（2010 年 3 月期）に連結売上高 4,400 億円、連結経常利益 55 億円、連結ＲＯＡ（総資本営

業利益率）5.0％を目指しております。 
また、当社は、経営の効率化を高め、業績向上を図るとともに、コーポレートガバナンス体制の整備に努

め、株主の皆様をはじめ、お取引先、従業員等から信頼される企業として適正かつ健全なグループ経営を行

ってまいります。 
（4）その他、会社の経営上重要な事項 

特記すべき事項はありません。 
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              ４．連 結 財 務 諸 表 
 
（1）連結貸借対照表                                                                  （単位：百万円） 

18 年 3 月期 19 年 3 月期  
（平成 18 年 3 月 31 日現在） （平成 19 年 3 月 31 日現在） 増減金額 

期別 
 
科目 金額 構成比 金額 構成比  

 （資産の部）  ％  ％

Ⅰ 流動資産   
1 現金及び預金 ※2 2,608 3,204 595
2 受取手形及び売掛金 ※7 33,942 37,946 4,004
3 たな卸資産  19,042 19,260 217
4 繰延税金資産  832 671 △ 161

5 その他  3,048 3,023 △ 24

   貸倒引当金  △ 899 △ 495 404

 流動資産合計  58,576 68.1 63,611 71.1 5,035
Ⅱ 固定資産   

1 有形固定資産   
  (1) 建物及び構築物 ※2 11,194 11,168  
      減価償却累計額  △ 6,443 4,750 △ 6,748 4,420 △ 329

  (2) 機械装置及び運搬具  5,705 5,842  
      減価償却累計額  △ 4,478 1,227 △ 4,661 1,180 △ 46

  (3) 器具及び備品  1,181 1,170  
      減価償却累計額  △ 992 189 △ 1,005 165 △ 23

  (4) 土地 ※2※4 7,557 7,363 △ 194

  (5) 建設仮勘定  － 4 4

 有形固定資産合計  13,724 13,134 △ 590

2 無形固定資産  165 180 15
3 投資その他の資産   

  (1) 投資有価証券 ※1※2 11,990 10,535 △ 1,455

  (2) 長期貸付金  1,074 1,221 147
  (3) 長期滞留債権  2,749 2,125 △ 624

  (4) 繰延税金資産  27 638 610
  (5) その他 ※1 1,192 1,106 △ 85

   貸倒引当金  △ 3,491 △ 3,139 351

 投資その他の資産合計 13,543 12,488 △ 1,055

 固定資産合計  27,433 31.9 25,803 28.9 △ 1,630

 資産合計  86,009 100.0 89,415 100.0 3,405
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                                                                                                       （単位：百万円） 

18 年 3 月期 19 年 3 月期  
（平成 18 年 3 月 31 日現在） （平成 19 年 3 月 31 日現在） 増減金額 

期別 
 
科目 金額 構成比 金額 構成比  

 （負債の部）  ％  ％

Ⅰ 流動負債   
1 支払手形及び買掛金  21,202 23,796 2,593
2 短期借入金 ※2 26,118 26,715 596
3 未払法人税等  212 437 224
4 未払消費税等  279 340 60
5 賞与引当金  615 642 26
6 役員賞与引当金  － 15 15
7 その他 ※2 2,997 2,872 △ 124

 流動負債合計  51,426 59.8 54,819 61.3 3,392
Ⅱ 固定負債   

1 長期借入金 ※2 4,613 4,211 △ 402

2 繰延税金負債  532 1,365 833
3 再評価に係る繰延税金負債 ※4 446 433 △ 13

4 退職給付引当金  2,250 2,057 △ 193

5 役員退職慰労引当金  514 473 △ 41

6 連結調整勘定  170 － △ 170

7 負ののれん  － 130 130
8 その他  231 511 279

 固定負債合計  8,759 10.2 9,183 10.3 423
 負債合計  60,186 70.0 64,002 71.6 3,816
 （少数株主持分）   

  少数株主持分  6,494 7.5 － － －

 （資本の部）   
Ⅰ 資本金 ※5 6,495 7.6 － － －

Ⅱ 資本剰余金  6,033 7.0 － － －

Ⅲ 利益剰余金  4,340 5.0 － － －

Ⅳ 土地再評価差額金 ※4 △ 807 △ 0.9 － － －

Ⅴ その他有価証券評価差額金  3,641 4.2 － － －

Ⅵ 自己株式 ※6 △ 373 △ 0.4 － － －

 資本合計  19,329 22.5 － － －

負債、少数株主持分及び資本合計 86,009 100.0 － － －

 （純資産の部）   
Ⅰ 株主資本   

1 資本金  － － 6,495 7.3 －

2 資本剰余金  － － 6,042 6.8 －

3 利益剰余金  － － 4,763 5.3 －

4 自己株式  － － △ 500 △ 0.6 －

 株主資本合計  － － 16,801 18.8 －

Ⅱ 評価・換算差額等   
1 その他有価証券評価差額金  － － 2,972 3.3 －

2 繰延ヘッジ損益  － － 100 0.1 －

3 土地再評価差額金  － － △ 818 △ 0.9 －

 評価・換算差額等合計  － － 2,254 2.5 －

Ⅲ 少数株主持分  － － 6,356 7.1 －

 純資産合計  － － 25,412 28.4 －

負債純資産合計 － － 89,415 100.0 －
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（2）連結損益計算書                                                                  （単位：百万円） 

18 年 3 月期 19 年 3 月期 
 自 平成 17 年 4 月 1 日   自 平成 18 年 4 月 1 日  
 至 平成 18 年 3 月 31 日   至 平成 19 年 3 月 31 日  

期別 
 
 
科目 金額 百分比 金額 百分比

増減金額 

   ％  ％

Ⅰ 売上高  375,022 100.0 376,841 100.0 1,818
Ⅱ 売上原価 ※1 350,088 93.4 351,051 93.2 963

 売上総利益  24,934 6.6 25,789 6.8 855
Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2 23,438 6.2 23,151 6.1 △ 286

 営業利益  1,496 0.4 2,638 0.7 1,142
Ⅳ 営業外収益   

1 受取利息  65 34  
2 受取配当金  102 126  
3 連結調整勘定償却額  21 －  
4 負ののれん償却額  － 39  
5 持分法による投資利益  51 13  
6 賃貸料  254 145  
7 その他  186 681 0.2 109 469 0.1 △ 212

Ⅴ 営業外費用   
1 支払利息  360 313  
2 賃貸原価  136 103  
3 その他  61 558 0.2 68 485 0.1 △ 72

 経常利益  1,619 0.4 2,621 0.7 1,002
Ⅵ 特別利益   

1 固定資産売却益 ※3 419 －  
2 投資有価証券売却益  259 678 0.2 363 363 0.1 △ 315

Ⅶ 特別損失   
1 減損損失 ※4 2,019 204  
2 棚卸資産整理損  470 －  
3 固定資産除却損 ※5 56 －  
4 経営基盤整備費用  － 275  
5 関係会社貸倒引当金繰入額  － 181  
6 事業再編関連費用  － 142  
7 その他  473 3,020 0.8 121 925 0.3 △ 2,095

    税金等調整前当期純利益 △ 722 △ 0.2 2,060 0.5 2,782
    法人税、住民税及び事業税 267 416  
    法人税等調整額 △ 966 △ 699 △ 0.2 871 1,288 0.3 1,987

    少数株主利益 △ 32 △ 0.0 △ 38 △ 0.0 △ 5

    当期純利益 10 0.0 811 0.2 800
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（3）連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書 
 
連結剰余金計算書                          （単位：百万円） 

18 年 3 月期 
 自 平成 17 年 4 月 1 日
 至 平成 18 年 3 月 31 日

期別 
 

科目 
金額 

   
（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  6,035

Ⅱ 資本剰余金減少高  

1 連結子会社減少に伴う減少高  2 2

Ⅲ 資本剰余金期末残高  6,033
  

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  5,045

Ⅱ 利益剰余金増加高  

1 当期純利益  10

2 連結子会社減少に伴う増加高  94 104

Ⅲ 利益剰余金減少高  

1 配当金  405

2 役員賞与  59

3 土地再評価差額金取崩額  220

4 連結子会社減少に伴う減少高  3

5 持分法適用会社減少に伴う減少高  120 809

Ⅳ 利益剰余金期末残高  4,340

 
 

連結株主資本等変動計算書 
19 年 3 月期（自平成 18 年 4 月 1 日 至平成 19 年 3 月 31 日）                       （単位：百万円） 

株主資本 評価・換算差額等  

資本金 資本剰余金利益剰余金 自己株式
株主資本
合 計

その他有
価証券評
差 額 金

繰延ヘッジ
損 益

土 地 再
評 価 差
額 金 

評価・換
算差額等
合 計

少数株
主持分

純資産
合 計

平成 18 年 3 月 31 日
残高 6,495 6,033 4,340 △ 373 16,496 3,641 － △ 807 2,833 6,494 25,823

連結会計年度中の 
変動額      

剰余金の配当（注）   △ 404 △ 404   △ 404

役員賞与（注）   △ 1 △ 1   △ 1

当期純利益   811 811   811

自己株式の取得    △ 160 △ 160   △ 160

株式交換  8  33 42   42

土地再評価差額金 
取崩額   18 18 △ 11 △ 11 △ 7 －

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変動額（純額） 

   △ 668 100  △ 567 △ 129 △ 697

連結会計年度中の
変動額合計 － 8 422 △ 126 305 △ 668 100 △ 11 △ 579 △ 137 △ 411

平成 19 年 3 月 31 日
残高 6,495 6,042 4,763 △ 500 16,801 2,972 100 △ 818 2,254 6,356 25,412

 
（注）平成 18 年 6 月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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（4）連結キャッシュ・フロー計算書                          （単位：百万円） 

18 年 3 月期 19 年 3 月期 

 自 平成 17 年 4 月  1 日   自 平成 18 年 4 月  1 日  
 至 平成 18 年 3 月 31 日   至 平成 19 年 3 月 31 日  

期別 
科目 

金額 金額 
  
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

1 税金等調整前当期純利益（△は純損失） △ 722 2,060 

2 減価償却費 867 868 

3 減損損失 2,019 204 

4 固定資産除却損 56 24 

5 固定資産売却益 △ 419 － 

6 投資有価証券売却益 △ 259 △ 363 

7 持分法による投資損益（△は利益） △ 51 △ 13 

8 貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 6,383 △ 756 

9 退職給付引当金増減額（△は減少） 25 △ 193 

10 役員退職慰労引当金増減額（△は減少） △ 13 △ 41 

11 受取利息及び受取配当金 △ 168 △ 160 

12 支払利息 360 313 

13 売上債権の増減額（△は増加） 8,489 △ 3,379 

14 たな卸資産の増減額（△は増加）  3,645 △ 217 

15 仕入債務の増減額（△は減少） △ 1,855 2,856 

16 未払消費税等の増減額（△は減少） 46 60 

17 役員賞与の支払額 △ 73 △ 2 

18 その他 417 163 

小      計 5,982 1,423 

19 利息及び配当金受取額 173 166 

20 利息の支払額 △ 343 △ 319 

21 法人税等の支払額 △ 572 △ 201 

    営業活動によるキャッシュ・フロー 5,241 1,068 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

1 定期預金の預入による支出 △ 6 △ 0 

2 定期預金の払戻による収入 6 57 

3 有形固定資産の取得による支出 △ 1,218 △ 544 

4 有形固定資産の売却による収入 2,167 39 

5 投資有価証券の取得による支出 △ 1,173 △ 532 

6 投資有価証券の売却による収入 1,029 969 

7 短期貸付金の実行による支出 △ 3,076 △ 2,441 

8 短期貸付金の回収による収入 3,026 2,471 

9 長期貸付金の実行による支出 △ 208 △ 129 

10 長期貸付金の回収による収入 63 89 

11 その他 △ 36 37 

    投資活動によるキャッシュ・フロー 573 17 
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                                          （単位：百万円） 

18 年 3 月期 19 年 3 月期 
 自 平成 17 年 4 月  1 日   自 平成 18 年 4 月  1 日  
 至 平成 18 年 3 月 31 日   至 平成 19 年 3 月 31 日  

期別 
科目 

金額 金額 
  
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

1 短期借入金の純増減額（△は減少） △ 4,308 1,581 

2 長期借入れによる収入 3,510 2,400 

3 長期借入金の返済による支出 △ 4,585 △ 3,788 

4 自己株式の取得による支出 △ 15 △ 160 

5 配当金の支払額 △ 405 △ 404 

6 少数株主への配当金の支払額 △ 68 △ 61 

    財務活動によるキャッシュ・フロー △ 5,872 △ 433 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（又は減少額） △ 58 652 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,537 2,479 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 2,479 3,132 
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（5）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

1．連結の範囲に関する事項  
（1）連結子会社 連結子会社の数  13 社 

主要な連結子会社の名称 
   大阪魚市場㈱ 

大栄太源㈱ 
     ㈱スイチョク 
     やまは食品㈱ 
大阪魚市場㈱については、当連結会計年度において会社分割により新たに設立し

たため、連結の範囲に含めております。 

（2）非連結子会社 非連結子会社の数  17 社 
（連結の範囲から除いた理由） 
非連結子会社 17 社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期

純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除いております。 
  
2．持分法の適用に関する事項  
（1）持分法適用会社 持分法適用の関連会社の数  1 社     ㈱奈良魚市 

（2）持分法を適用しない会社 非連結子会社  17 社  関連会社  5 社 
（持分法を適用しない理由） 
持分法非適用会社は、いずれも連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除いております。

3．連結子会社の事業年度等に関する事項 すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 
  
4．会計処理基準に関する事項  
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法  

       ① 有価証券 その他有価証券 
時価のあるもの･･･主として連結会計年度末日前 1ヶ月の市場価格等の平均に

基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 
時価のないもの･･･移動平均法による原価法 

       ② デリバティブ 時価法 

       ③ たな卸資産 主として個別法による低価法を採用しております。 

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法  
       ① 有形固定資産 主として定率法を採用しております。 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降取得した建物（建物附属設備を除く。）につい

ては、定額法を採用しております。なお、取得価額が 10 万円以上 20 万円未満の

少額減価償却資産については、3 年間で均等償却する方法を採用しております。

       ② 無形固定資産 定額法を採用しております。 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年）

に基づいております。 
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（3）重要な引当金の計上基準  
       ① 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

       ② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上して

おります。 

       ③ 役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上

しております。 
（会計方針の変更） 
当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第 4 号 平

成 17 年 11 月 29 日）を適用しております。これにより営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益は、それぞれ 15 百万円減少しております。なお、セグ

メント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

       ④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しております。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10 年～12 年）による定率法により翌連結会計年度から費用処理することとし

ております。 

       ⑤ 役員退職慰労引当金 親会社は、執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく連結会計年

度末要支給額を計上してります。なお、平成 18 年 6 月 29 日開催の定時株主総

会において、従来の取締役に対する役員退職慰労金制度を廃止しており、同総会

終結日までの在任期間に対応する退職慰労金の支給予定額を役員退職慰労引当

金として計上しております。 
子会社は、役員（執行役員を含む。）の退職慰労金の支出に備えるため、内規に

基づく連結会計年度末要支給額を計上しております。 

（4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨 
への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。 

（5）重要なリース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

（6）重要なヘッジ会計の方法  
       ① ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。また、振当処理の要件を満たす為替予約につ

いては振当処理を行っております。 

       ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段･･･為替予約取引 
ヘッジ対象･･･外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引 

       ③ ヘッジ方針 外貨建金銭債権債務等に係る将来の為替レート変動リスクを回避するため、原則

として、個別取引ごとにヘッジ目的で為替予約取引を行っております。 

       ④ ヘッジ有効性評価の方法 為替予約においては、取引すべてが将来の購入予定に基づくものであり、実行の可能性が

極めて高いため、有効性の評価は省略しております。 

（7）消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
  
5．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。 
  
6．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 のれんの償却については、5 年間で均等償却しております。ただし、金額的に少

額のものは、取得連結会計年度で一括償却しております。 
  
7．利益処分項目等の取扱いに関する事項 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利

益処分に基づいて作成しております。 
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8．連結キャッシュ・フロー計算書における資金 

の範囲 
手許現金、要求払預金及び取得日から 3 ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな

い短期的な投資からなっております。 
 
 
 
（6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 
当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第 5 号 平成 17 年 12 月 9 日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第 8 号 平成 17 年 12 月 9 日）を適

用しております。 
これまでの資本の部に相当する金額は 18,954 百万円であります。 
なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の連結財務諸表

規則により作成しております。 
（企業結合に係る会計基準） 
当連結会計年度より、企業結合に係る会計基準（「企業結合に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成 15
年 10 月 31 日））及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第 7 号 平成 17 年 12 月 27 日）並びに「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 10 号 平成 17 年 12 月 27 日）を適用しております。

（預り保証金の表示区分） 

親会社は、営業債権及び賃貸用資産に係る預り保証金は、不定期に払戻しされる実態に鑑み、従来は流動負債に表示しておりまし

たが、平成 18 年 10 月 1 日付会社分割により営業債権に係る保証金の全てを新設事業会社に承継したため、賃貸用資産に係る預

り保証金として固定負債へ表示区分を変更しております。 
この変更により流動負債が 246 百万円減少し、固定負債が同額増加しております。 

 
 
（7）表示方法の変更

（連結貸借対照表） 

前連結会計年度において、「連結調整勘定」として掲記されていたものは、当連結会計年度から「負ののれん」と表示しておりま

す。 
（連結損益計算書） 

前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」として掲記されていたものは、当連結会計年度から「負ののれん償却額」と表

示しております。 
「経営基盤整備費用」については、特別損失の 100 分の 10 を超えたため、区分掲記しております。なお、前連結会計年度は特別

損失の「その他」に 215 百万円含まれております。 
「関係会社貸倒引当金繰入額」については、特別損失の 100 分の 10 を超えたため、区分掲記しております。なお、前連結会計年

度は特別損失の「その他」に 175 百万円含まれております。 
前連結会計年度において区分掲記しておりました「棚卸資産整理損」については、特別損失の 100 分の 10 以下となったため、特

別損失の「その他」に含めて表示しております。なお、当連結会計年度の「棚卸資産整理損」の金額は 8 百万円であります。 
（連結キャッシュ・フロー計算書） 

営業活動によるキャッシュ・フローの「固定資産売却益」については、当連結会計年度において、金額的重要性が乏しくなったた

め営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しております。なお、当連結会計年度の「固定資産売却益」の金

額は 0 百万円であります。 
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（8）連結財務諸表に関する注記事項 
（連結貸借対照表関係） 

18 年 3 月期 
（平成 18 年 3 月 31 日現在） 

19 年 3 月期 
（平成 19 年 3 月 31 日現在） 

 
※1．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりでありま

す。 

 
※1．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりでありま

す。 
 投資有価証券（株式） 682 百万円   投資有価証券（株式） 674 百万円  

 投資その他の資産の「その他」 20 百万円   投資その他の資産の「その他」 20 百万円  

 
※2．担保資産及び担保付債務 
     担保に供している資産           百万円 

 
※2．担保資産及び担保付債務 
     担保に供している資産            百万円 

 定期預金 90  定期預金 43
 建物 791  建物 780
 土地 2,106  土地 2,106
 投資有価証券 719  投資有価証券 607

 連結子会社株式 3,536  連結子会社株式 3,536

 計 7,243  計 7,073
    

担保付債務 百万円 担保付債務 百万円 
 短期借入金 5,337  短期借入金 5,627
 流動負債の「その他」 45  流動負債の「その他」 51
 長期借入金 2,311  長期借入金 2,873
 計 7,693  計 8,551

 
3．偶発債務 

保証債務（取引保証）   （4 社）  29 百万円 

 
3．偶発債務 

保証債務（取引保証）   （4 社）  26 百万円 
  

※4．事業用土地の再評価 
    連結子会社大栄太源㈱は、土地の再評価に関する法律（平成

10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、土地再評価差額金を資本の部に計上してお

ります。  
     再評価の方法 
     土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年 3 月 31 日公

     布政令第 119 号）第 2 条第 4 号に定める地価税法第 16 条

に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価

額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法によ

り算定した価額に合理的な調整を行って算出しておりま

す。 
      再評価を行った年月日     平成 14 年 3 月 31 日

      再評価を行った土地の期末における 
      時価と再評価後の帳簿価額との差額  △ 604 百万円 
 

※4．事業用土地の再評価 
    連結子会社大栄太源㈱は、土地の再評価に関する法律（平成

10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上して

おります。  
     再評価の方法 
     土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年 3 月 31 日公

     布政令第 119 号）第 2 条第 4 号に定める地価税法第 16 条

に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価

額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法によ

り算定した価額に合理的な調整を行って算出しておりま

す。 
      再評価を行った年月日     平成 14 年 3 月 31 日

      再評価を行った土地の期末における 
      時価と再評価後の帳簿価額との差額   △ 565 百万円 
 

※5．当社の発行済株式総数は、普通株式 55,362,921 株であります。 ※5．          ─────  
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18 年 3 月期 

（平成 18 年 3 月 31 日現在） 
19 年 3 月期 

（平成 19 年 3 月 31 日現在） 

※6．連結会社、持分法を適用した関連会社が保有する自己株式の数

は、普通株式 1,422,920 株であります。 
※6．          ─────  
 

  

※7．          ─────  
 
 
 
 
 

※7．連結会計年度末日満期手形 
    連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしております。なお、当連結会計年度

末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日

満期手形が連結会計年度末残高に含まれております。 
     受取手形             52 百万円    
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（連結損益計算書関係） 

18 年 3 月期 
自 平成 17 年 4 月 1 日 
至 平成 18 年 3 月 31 日 

19 年 3 月期 
自 平成 18 年 4 月 1 日 
至 平成 19 年 3 月 31 日 

 
※1．売上原価には、商品の低価法による評価減 78 百万円を含んで

おります。 
 

 
※1．売上原価には、商品の低価法による評価減 130 百万円を含ん

でおります。 
 

※2．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 ※2．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

百万円 百万円 

 給料及び手当 7,519 給料及び手当 7,395

 荷造運送費 2,951 荷造運送費 3,258

 賞与引当金繰入額 566 賞与引当金繰入額 842

 退職給付費用 448 役員賞与引当金繰入額 15

 貸倒引当金繰入額 208 退職給付費用 219

  貸倒引当金繰入額 96

 

※3．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。 ※3．          ────── 

百万円  

 土地 458  

 付随費用 △ 38  

 計 419  

※4．減損損失 ※4．減損損失 

    当社グループは、主として部門別管理会計区分を減損損失を

把握するグルーピングの単位としております。ただし、継続

的に収支の把握を行っている支店、営業所等は各拠点をグル

ーピングの単位としております。本社等特定の部門との関連

が明確でない資産は共有資産とし、それ以外の賃貸用資産及

び遊休資産については個別の物件ごとにグルーピングして

おります。そのうち、営業収支のマイナスが継続している拠

点や時価が著しく下落している遊休資産等について帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額 2,019 百万円を減

損損失として計上しております。 
    減損損失の内訳は以下のとおりであります。 

    当社グループは、主として部門別管理会計区分を減損損失を

把握するグルーピングの単位としております。ただし、継続

的に収支の把握を行っている支店、営業所等は各拠点をグル

ーピングの単位としております。本社等特定の部門との関連

が明確でない資産は共有資産とし、それ以外の賃貸用資産及

び遊休資産については個別の物件ごとにグルーピングして

おります。そのうち、営業収支のマイナスが継続している拠

点及び時価が著しく下落している賃貸用資産について帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額 204 百万円を

減損損失として計上しております。 
    減損損失の内訳は以下のとおりであります。 

営業設備 福岡市東区他 土地 63 百万円 営業設備 広島市西区他 土地 141 百万円

  建物他 37 百万円  神奈川県鎌倉市他 建物他 52 百万円

賃貸用資産 仙台市宮城野区 土地 64 百万円 賃貸用資産 兵庫県尼崎市 土地 11 百万円

遊休資産 大阪府泉佐野市他 土地 1,555百万円     

  建物他 297 百万円     

    なお、各資産の回収可能価額は不動産鑑定評価額及び公示価

格等に基づく正味売却価額により算定しております。 
    なお、各資産の回収可能価額は不動産鑑定評価額及び公示価

格等に基づく正味売却価額により算定しております。 
  
※5．固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 ※5．          ────── 

百万円  

 建物及び構築物 51  

 機械装置及び運搬具 0  

 器具及び備品 1  

 付随費用 4  

 計 56  
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（連結株主資本等変動計算書関係） 
19 年 3 月期（自平成 18 年 4 月 1 日 至平成 19 年 3 月 31 日） 
1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項                      （単位：株） 
 前連結会計年度末株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

発行済株式     
 普通株式 55,362,921 － － 55,362,921 

合計 55,362,921 － － 55,362,921 
自己株式     
 普通株式 1,422,925 466,612 119,700 1,769,837 

合計 1,422,925 466,612 119,700 1,769,837 
（注）1．普通株式の自己株式の株式数の増加 466,612 株は、大阪証券取引所のＪ－ＮＥＴ市場における買付による増加 400,000 株、単元未

満株式の買取による増加 66,612 株であります。 
   2．普通株式の自己株式の株式数の減少 119,700 株は、当社の連結子会社である和歌山魚類㈱を株式交換により完全子会社化したこと

による減少であります。 
 
2．配当に関する事項 
（1）配当金支払額 
（決議） 株式の種類 配当金の総額 1 株当たり配当額 基準日 効力発生日 
平成 18 年 6 月 29 日  百万円 円  

定時株主総会 普通株式 404 7.50 平成 18 年 3 月 31 日 平成 18 年 6 月 29 日

 
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（決議） 株主の種類 配当金の総額 配当の原資 1株当たり

配当額 基準日 効力発生日 

平成 19 年 6 月 28 日  百万円 円  
定時株主総会 普通株式 402 利益剰余金 7.50 平成 19 年 3 月 31 日 平成 19 年 6 月 29 日

 
 
（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

18 年 3 月期 
自 平成 17 年 4 月 1 日 
至 平成 18 年 3 月 31 日 

19 年 3 月期 
自 平成 18 年 4 月 1 日 
至 平成 19 年 3 月 31 日 

 
※1．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 
百万円

 
※1．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記され 

ている科目の金額との関係 
百万円

 現金及び預金勘定 2,608   現金及び預金勘定 3,204  
 預入期間が 3 ヶ月を超える定期預金 △ 129   預入期間が 3 ヶ月を超える定期預金 △ 72  

 現金及び現金同等物 2,479   現金及び現金同等物 3,132  
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（セグメント情報） 
1．事業の種類別セグメント情報 
 18 年 3 月期（自平成 17 年 4 月 1 日 至平成 18 年 3 月 31 日）                         （単位：百万円） 

 水産物卸売事業 養殖事業 その他の事業 計 消去又は全社 連結 
Ⅰ 売上高及び営業損益   
  売上高   
(1) 外部顧客に対する売上高 370,464 2,597 1,960 375,022 － 375,022
(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高 2,619 2,309 7,603 12,532 （12,532） －

計 373,084 4,907 9,563 387,555 （12,532） 375,022
 営業費用 371,268 5,235 9,579 386,083 （12,557） 373,526
 営業利益 1,815 △ 328 △ 15 1,471 24 1,496
Ⅱ 資産、減価償却費及び資

本的支出   

  資産 66,710 3,140 4,409 74,261 11,748 86,009
  減価償却費 360 111 326 798 69 867
  資本的支出 154 60 469 685 542 1,227
（注）1．当社の事業区分は、業種別の区分により行っております。 
   2．各区分に属する主要な事業の内容 

セグメント名 主要事業内容 
水産物卸売事業 水産物及びその製品の売買並びに販売の受託 
養殖事業 鮮魚の養殖及び販売 
その他の事業 水産物加工事業、物流事業、リース事業、外食事業 

   3．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 
   4．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 13,302 百万円であり、その主なものは、当社の長期投資資金（投資有

価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 
 
19 年 3 月期（自平成 18 年 4 月 1 日 至平成 19 年 3 月 31 日）                           （単位：百万円） 

 水産物卸売事業 水産物加工事業 養殖事業 その他の事業 計 消去又は全社 連結 
Ⅰ 売上高及び営業損益   
  売上高   
(1) 外部顧客に対する売上高 372,041 470 2,473 1,777 376,763 77 376,841
(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高 2,224 5,551 2,358 1,483 11,617 （11,617） －

計 374,265 6,021 4,832 3,261 388,380 （11,539） 376,841
 営業費用 372,113 6,203 4,343 3,219 385,880 （11,677） 374,202
 営業利益 2,151 △ 181 488 41 2,500 137 2,638
Ⅱ 資産、減価償却費及び資

本的支出   

  資産 74,002 2,618 3,395 1,644 81,662 7,753 89,415
  減価償却費 370 27 90 329 817 50 868
  資本的支出 110 28 85 317 542 47 590

（注）1．当社の事業区分は、業種別の区分により行っております。 
     なお、当連結会計年度から従来「その他の事業」に含まれておりました「水産物加工事業」は、営業利益に占める重要性が増加し

たため別掲いたしました。その結果、従来の方法に比べ「その他の事業」における売上高、営業費用、営業利益、資産、減価償却

費及び資本的支出相当分それぞれ減少しております。 
   2．各区分に属する主要な事業の内容 

セグメント名 主要事業内容 
水産物卸売事業 水産物及びその製品の売買並びに販売の受託 
水産物加工事業 水産物の加工及び販売 
養殖事業 鮮魚の養殖及び販売 
その他の事業 物流事業、リース事業、外食事業 

   3．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 
   4．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 9,519 百万円であり、その主なものは、当社の余資運用資金（現預金

等）、長期投資資金（投資有価証券等）に係る資産であります。 
   5．会計方針の変更 
    （役員賞与に関する会計基準） 
     「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」（3）③に記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第 4 号 平成 17 年 11 月 29 日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「水

産物卸売事業」の営業費用は 8 百万円増加し、営業利益が同額減少、「養殖事業」の営業費用は 5 百万円増加し、営業利益が同額

減少、「その他の事業」の営業費用は 2 百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 
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2．所在地別セグメント情報 
   18 年 3 月期（自平成 17 年 4 月 1 日 至平成 18 年 3 月 31 日）及び 19 年 3 月期（自平成 18 年 4 月 1 日 至平成 19 年 3 月 31 日） 
    全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合が、いずれも 90％を超えているため、所

在地別セグメント情報の記載を省略しております。 
 
3．海外売上高 
   18 年 3 月期（自平成 17 年 4 月 1 日 至平成 18 年 3 月 31 日）及び 19 年 3 月期（自平成 18 年 4 月 1 日 至平成 19 年 3 月 31 日） 
    海外売上高が、いずれも連結売上高の 10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 
 
 
（販売の状況） 

18 年 3 月期 
自  平成 17 年 4 月 1 日 
至  平成 18 年 3 月 31 日 

19 年 3 月期 
自  平成 18 年 4 月 1 日 
至  平成 19 年 3 月 31 日 

増減金額 
区分 

金額 構成比 金額 構成比 金額 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

卸売市場における水産物卸売部門 227,693 60.7 230,595 61.2 2,902

上記以外における水産物卸売部門 142,888 38.1 141,446 37.5 △ 1,441

その他 4,440 1.2 4,799 1.3 358

合計 375,022 100.0 376,841 100.0 1,818
 
 
（リース取引関係） 
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
 
 
（関連当事者との取引） 
該当事項はありません。 
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（税効果会計関係） 

18 年 3 月期 
（平成 18 年 3 月 31 日現在） 

19 年 3 月期 
（平成 19 年 3 月 31 日現在） 

  
1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（1）流動の部 （1）流動の部 
  （繰延税金資産）             百万円   （繰延税金資産）              百万円 

 貸倒引当金  304 貸倒引当金  138
 賞与引当金  252 賞与引当金  263
 棚卸資産整理損  154 棚卸資産整理損  82
 未払事業税  30 未払事業税  42
 その他  150 その他  225
 繰延税金資産小計  891 繰延税金資産小計  752
 評価性引当額  △ 50 評価性引当額  △ 35
 繰延税金資産合計  840 繰延税金資産合計  717

  （繰延税金負債）    （繰延税金負債）  
 買換資産圧縮積立金  2  買換資産圧縮積立金  2
 固定資産圧縮積立金  1  固定資産圧縮積立金  1

 貸倒引当金  3 貸倒引当金  3
 繰延税金負債合計  8 たな卸商品  38
 繰延税金資産  832 その他  0
 繰延税金負債  0 繰延税金負債合計  46
   繰延税金資産  671
   繰延税金負債  0

（2）固定の部 （2）固定の部 
  （繰延税金資産）             百万円   （繰延税金資産）              百万円 

 貸倒引当金  969  貸倒引当金  833  
 退職給付引当金  872 退職給付引当金  802
 役員退職慰労引当金  209 役員退職慰労引当金  194
 繰越欠損金  1,891 繰越欠損金  1,557
 有価証券等評価損  51 有価証券等評価損  106
 減損損失  823 減損損失  896
 その他  52 その他  51
 繰延税金資産小計  4,870 繰延税金資産小計  4,441
 評価性引当額  △ 2,186 評価性引当額  △ 2,492
 繰延税金資産合計  2,684 繰延税金資産合計  1,948

  （繰延税金負債）    （繰延税金負債）  
 買換資産圧縮積立金  203  買換資産圧縮積立金  200

 固定資産圧縮積立金  398  固定資産圧縮積立金  388  
 その他有価証券評価差額金 2,587  その他有価証券評価差額金 2,086  
 繰延税金負債合計  3,188  繰延税金負債合計  2,675  
 繰延税金資産  27  繰延税金資産  638  
 繰延税金負債  532  繰延税金負債  1,365  
       

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に

  重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目

  別の内訳 

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に 
  重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目 
  別の内訳 

                               ％

税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載を省略し  法定実効税率 41.0
ております。  （調整） 
  交際費等永久に損金に算入されない項目 5.8
  受取配当金等永久に損金に算入されない項目 △ 3.1
  住民税均等割等 3.6
  評価性引当額の増加 14.0
  その他 1.2
  税効果会計適用後の法人税等の負担率 62.5
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（有価証券関係） 

18 年 3 月期 
（平成 18 年 3 月 31 日現在） 

19 年 3 月期 
（平成 19 年 3 月 31 日現在） 

1．売買目的有価証券 
    該当事項はありません。 

1．売買目的有価証券 
    該当事項はありません。 

2．満期保有目的の債券で時価のあるもの 
    該当事項はありません。 

2．満期保有目的の債券で時価のあるもの 
    該当事項はありません。 

3．その他有価証券で時価のあるもの           （単位：百万円） 3．その他有価証券で時価のあるもの           （単位：百万円）

 
区分 種類 取得原価 連結貸借対

照表計上額
差額 区分 種類 取得原価 連結貸借対

照表計上額
差額 

 ①株式 2,874 9,145 6,271 ①株式 2,664 7,765 5,100
 ②債券 － － － ②債券 71 72 0
 

（1）連結貸借対照表計

上額が取得原価

を超えるもの 
③その他 77 130 52

（1）連結貸借対照表計

上額が取得原価

を超えるもの 
③その他 33 42 9

 小計 2,951 9,275 6,324 小計 2,769 7,880 5,110
 ①株式 132 119 △ 12 ①株式 168 148 △ 19
 ②債券 71 71 △ 0 ②債券 － － －

 

（2）連結貸借対照表計

上額が取得原価

を超えないもの 
③その他 20 20 △ 0

（2）連結貸借対照表計

上額が取得原価

を超えないもの 
③その他 11 10 △ 0

 小計 224 211 △ 13 小計 179 159 △ 20
 合計 3,176 9,487 6,310 合計 2,949 8,040 5,090
 
4．当連結会計年度中に売却したその他有価証券      （単位：百万円） 4．当連結会計年度中に売却したその他有価証券      （単位：百万円）

 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

 1,029 259 － 969 363 39 
 
5．時価評価されていない主な有価証券の内容       （単位：百万円） 5．時価評価されていない主な有価証券の内容       （単位：百万円）

 区分 連結貸借対照表計上額 区分 連結貸借対照表計上額 

 （1）満期保有目的の債券  （1）満期保有目的の債券 

 ― － ― －

 計 － 計 －

 （2）その他有価証券 （2）その他有価証券 

     非上場株式 1,820     非上場株式 1,819

     その他 1     その他 1

 計 1,821 計 1,820
 
6．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還

予定額                       （単位：百万円）

6．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還

予定額                       （単位：百万円）

 区分 1 年以内
1 年超 
5 年以内 

5 年超 
10 年以内

10 年超 区分 1 年以内 1 年超 
5 年以内 

5 年超 
10 年以内

10 年超

 （1）満期保有目的の債券  （1）満期保有目的の債券   

 ― － － － － ― － － － －

 小計 － － － － 小計 － － － －

 （2）その他有価証券  （2）その他有価証券   

  ① 債券   ① 債券   

    国債・地方債等 － － 72 －    国債・地方債等 － 64 8 －

 社債 1 － － － 社債 － － － 1

    その他 － － － －    その他 － － － －

  ② その他 － － 118 －  ② その他 － － 20 －

 小計 1 － 190 － 小計 － 64 28 1

 合計 1 － 190 － 合計 － 64 28 1
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（デリバティブ取引関係） 
   18 年 3 月期（自平成 17 年 4 月 1 日 至平成 18 年 3 月 31 日）及び 19 年 3 月期（自平成 18 年 4 月 1 日 至平成 19 年 3 月 31 日） 
    当社グループのデリバティブ取引は、すべてヘッジ会計が適用されているため注記しておりません。 
 
 
 
（退職給付関係） 

18 年 3 月期 
自 平成 17 年 4 月 1 日 
至 平成 18 年 3 月 31 日 

19 年 3 月期 
自 平成 18 年 4 月 1 日 
至 平成 19 年 3 月 31 日 

 
1．採用している退職給付制度の概要 
 
   確定給付型の制度として、主として適格退職年金制度による企

業年金制度及び退職一時金制度を設けております。 
 

 
1．採用している退職給付制度の概要 
 
   同左 
 

2．退職給付債務に関する事項 2．退職給付債務に関する事項 

                            百万円                             百万円 

 退職給付債務  △ 7,058   退職給付債務  △ 7,004  

 年金資産  5,296   年金資産  5,479  

 未積立退職給付債務  △ 1,761   未積立退職給付債務  △ 1,525  

 未認識数理計算上の差異  △ 488   未認識数理計算上の差異  △ 531  

 退職給付引当金  △ 2,250   退職給付引当金  △ 2,057  

  

  （注）一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便

法を採用しております。 
  （注）同左 

  

3．退職給付費用に関する事項 3．退職給付費用に関する事項 

                            百万円                             百万円 

 勤務費用 348   勤務費用 342  

 利息費用 140   利息費用 117  

 期待運用収益 △ 109   期待運用収益 △ 116  

 数理計算上の差異の費用処理額 96   数理計算上の差異の費用処理額 △ 102  

 退職給付費用 477   退職給付費用 240  

      

  

  （注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「勤務

費用」に計上しております。 
  （注）同左 

  
4．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 4．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

 退職給付見込額期間配分方法  期間定額基準  退職給付見込額期間配分方法  期間定額基準 

 割引率  1.7%～2.1%  割引率  1.7%～2.1% 

 期待運用収益率  1.7%～3.5%  期待運用収益率  1.7%～3.5% 

 数理計算上の差異の処理年数  10 年~12 年  数理計算上の差異の処理年数  10 年~12 年 
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（1 株当たり情報） 

18 年 3 月期 
自 平成 17 年 4 月 1 日 
至 平成 18 年 3 月 31 日 

19 年 3 月期 
自 平成 18 年 4 月 1 日 
至 平成 19 年 3 月 31 日 

  

 1 株当たり純資産額  358.32 円   1 株当たり純資産額  355.55 円  

 1株当たり当期純利益金額  0.15 円   1 株当たり当期純利益金額  15.10 円  

        

なお、潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益金額については、潜

在株式が存在しないため、記載をしておりません。 
同左 

  
（注）1 株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。                   （単位：百万円） 

 
18 年 3 月期 

自 平成 17 年 4 月 1 日 
至 平成 18 年 3 月 31 日 

19 年 3 月期 
自 平成 18 年 4 月 1 日 
至 平成 19 年 3 月 31 日 

当期純利益 10 811 

普通株主に帰属しない金額 1 － 

（うち利益処分による役員賞与金） （1） （－） 

普通株式に係る当期純利益 8 811 

期中平均株式数 53,957,106 株 53,710,533 株 
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（重要な後発事象） 
   18 年 3 月期（自平成 17 年 4 月 1 日 至平成 18 年 3 月 31 日） 

1．株式分割による持株会社体制移行について 
     当社は、平成 18 年 5 月 19 日開催の取締役会において、平成 18 年 10 月 1 日を分割期日として、分社型新設分割の方法により、

全事業である荷受事業を会社分割し持株会社体制に移行することを決議し、平成 18 年 6 月 29 日開催の当社定時株主総会におい

て分割計画書の承認を受けました。 
（1）会社分割の目的 

当社グループは、水産物流通における急激な環境変化の流れに迅速に対応するために、新しい水産物流通サービス業（生産者か

ら消費者までの水産物流通のトータルシステム）を創造し、お客様に安全・安心と満足を提供することにより社会に貢献するこ

とを通じて企業価値の最大化を図ることをグループ戦略の基本方針としており、この基本方針を実現するために持株会社体制に

移行することといたしました。 
持株会社体制移行後当社は持株会社として、「グループ経営の強化による総合力の発揮」「荷受事業および市場外事業それぞれ

のビジネスモデルに応じた戦略策定・推進と経営管理の実現」「事業の選択と集中とＭ＆Ａ戦略の推進」を行ってまいります。 
（2）分割当事会社の概要 

①分割会社 
商号     大阪魚市場㈱（ＯＵＧホールディングス㈱に商号変更予定） 
事業内容   水産物卸売業 
設立年月日  昭和 21 年 6 月 12 日 
住所     大阪市福島区野田 1 丁目 1 番 86 号 
代表者    代表取締役社長 竹西 俊之助 
資本金    6,495 百万円 
決算期    3 月 31 日   

②新設会社 
商号     大阪魚市場㈱ 
事業内容   水産物卸売業 
設立年月日  平成 18 年 10 月 1 日 
住所     大阪市福島区野田 1 丁目 1 番 86 号 
代表者    代表取締役社長 勝屋 昭雄 
資本金    2,000 百万円 
決算期    3 月 31 日 

（3）分割方式 
①分割方式 

      当社を分割会社として、新設する大阪魚市場㈱に事業を承継させる分社型の新設分割とします。なお、当社は分割期日をもって、

ＯＵＧホールディングス㈱へ商号を変更いたします。 
②当該分割方式を採用した理由 
持株会社体制への移行を効率的かつ円滑に実施するため、当該分割方式を採用いたしました。 

（4）株式の割当て 
  本件分割に際して、新設会社の発行する普通株式 40,000 株は、全て分割会社である当社に割り当てられます。 

（5）分割交付金 
  分割交付金の支払はいたしません。 

（6）分割する事業部門の内容 
①部門の事業内容 
 水産物卸売業 

②経営成績（平成 18 年 3 月期）                         （単位：百万円） 
 水産物卸売事業（A） 当社実績（B） 比率（A／B） 

売上高 213,531 213,531 100.0％ 
売上総利益 8,425 8,425 100.0％ 

（注）分割する事業に係る経費等を提出日現在では確定できないため、売上高および売上総利益のみ掲載しております。 
③譲渡資産、負債の項目および金額 

      分割会社の事業に属する資産、負債を新設会社に譲渡いたします。なお、金額については、提出日現在では確定できておりませ

ん。 
（7）分割期日 

  平成 18 年 10 月 1 日 
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（8）分割後の当社の状況 
   商号     ＯＵＧホールディングス㈱ 
   事業内容   グループを統括する持株会社 
   本店所在地  大阪市福島区野田 1 丁目 1 番 86 号 
   代表者    竹西 俊之助 
   資本金    分割による資本金の増加はありません。 
   総資産    承継会社に承継する負債相当額が減少いたします。 
   決算期    3 月 31 日 

2．近畿地区における水産物荷受事業の統合に関する基本合意について 
     当社と㈱マルハグループ本社は、水産物の基幹商流を担う「市場流通」、市場流通の一翼を担う「荷受事業」として、近畿地区の

消費者、最終需要者の皆様に、「安全・安心」な水産物を「安定的かつ効率的」にお届けし続けるため、平成 18 年 5 月 22 日に

開催の各々の取締役会において、近畿地区における両社のグループ荷受事業会社を束ねる荷受中間持株会社を設立し、荷受事業の

統合を進めていくことについて基本合意することを決議いたしました。 
（1）基本合意の概略 

①共同株式移転による荷受中間持株会社設立 
      当社および㈱マルハグループ本社は、当社が設立予定である荷受中間持株会社を更に発展させ、平成 19 年 4 月 1 日を目標に、

荷受事業会社 5 社（分割後の大阪魚市場㈱、神港魚類㈱、大京魚類㈱、和歌山魚類㈱、滋賀県魚市場㈱）による共同株式移転に

より荷受中間持株会社を設立し、上記 5 社に㈱奈良魚市、尼崎水産市場㈱を加えた 7 荷受事業会社の事業統合を行います。 
②分割後の大阪魚市場㈱は、平成 18 年 10 月 1 日（予定）をもって当社が全事業である荷受事業を会社分割して新たに設立する

会社であり、平成 18 年 6 月 29 日開催の当社定時株主総会において分割計画書の承認を受けました。 
③共同株式移転に先立ち、㈱マルハグループ本社は神港魚類㈱の完全子会社化を平成 18 年 9 月 1 日に行う予定であり、平成 18

年 6 月 29 日開催の神港魚類㈱の定時株主総会において承認されました。 
④荷受中間持株会社の詳細（名称、資本構成、役員構成、事業計画等）につきましては、設立準備委員会を設置し検討してまいり

ます。同委員会にて、併せて、「近畿地区の最適な水産物流通」のビジョンとして掲げる「近畿荷受ネットワーク」および「近

畿水産物サプライチェーン」の実現に向けた検討を進めてまいります。 
（2）各社の概要 

社名 当社（大阪魚市場㈱）（大証一部上場） 
事業内容 水産物卸売業 
設立年月日 昭和 21 年 6 月 12 日 
本店所在地 大阪市福島区野田 1 丁目 1 番 86 号 
代表者 代表取締役社長 竹西 俊之助 
資本金 6,495 百万円 
発行済株式数 55,362 千株 
売上高 213,531 百万円 
  
社名 和歌山魚類㈱ 
事業内容 水産物卸売業 
設立年月日 昭和 42 年 4 月 1 日 
本店所在地 和歌山県和歌山市西浜 1660－401 
代表者 代表取締役社長 石谷 暢宏 
資本金 300 百万円 
発行済株式数 600 千株 
売上高 19,017 百万円 
  
社名 滋賀県魚市場㈱ 
事業内容 水産物卸売業 
設立年月日 昭和 61 年 2 月 23 日 
本店所在地 滋賀県大津市瀬田大江町 59－1 
代表者 代表取締役社長 西 悠平 
資本金 80 百万円 
発行済株式数 1,600 株 
売上高 5,327 百万円 
  
社名 ㈱マルハグループ本社（東証一部上場） 
事業内容 水産物卸売業を営む会社の株式を所有することによる当該会社の事業活動の支配および管理等

設立年月日 平成 16 年 4 月 1 日 
本店所在地 東京都千代田区大手町 1 丁目 1 番 2 号 
代表者 代表取締役社長 五十嵐 勇二  
資本金 25,000 百万円 
発行済株式数 （普通株式）300,000 千株 
売上高 6,914 百万円 
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社名 神港魚類㈱（大証二部上場） 
事業内容 水産物卸売業 
設立年月日 昭和 23 年 4 月 12 日 
本店所在地 神戸市兵庫区中之島 1 丁目 1 番 1 号 
代表者 代表取締役社長 野沢 三郎 
資本金 891 百万円 
発行済株式数 10,000 千株 
売上高 66,507 百万円 
  
社名 大京魚類㈱ 
事業内容 水産物卸売業 
設立年月日 昭和 23 年 4 月 16 日 
本店所在地 京都市下京区朱雀分木町市有地 
代表者 代表取締役社長 田中 一 
資本金 200 百万円 
発行済株式数 4,000 千株 
売上高 30,419 百万円 
  
社名 ㈱奈良魚市 
事業内容 水産物卸売業 
設立年月日 昭和 51 年 12 月 11 日 
本店所在地 奈良県大和郡山市筒井町 957－1 
代表者 代表取締役社長 谷和 道雄 
資本金 90 百万円 
発行済株式数 180 千株 
売上高 15,469 百万円 
  
社名 尼崎水産市場㈱ 
事業内容 水産物卸売業 
設立年月日 昭和 28 年 10 月 23 日 
本店所在地 兵庫県尼崎市潮江 4 丁目 4 番 1 号 
代表者 代表取締役社長 安藤 正郎 
資本金 250 百万円 
発行済株式数 500 千株 
売上高 9,224 百万円 

  
 （注）資本金、発行済株式数および売上高については、平成 18 年 3 月期の数値であります。 
         

    
19 年 3 月期（自平成 18 年 4 月 1 日 至平成 19 年 3 月 31 日） 

当社は、「第 1 期ＯＵＧ中期経営計画」に基づいて、当社グループのコア事業であります市場外事業を統合・再編して事業戦略を推

進していくことを目的として、当社グループが保有する経営資源を相互補完・活用し、競争力を強化するために当社の連結子会社で

ある大栄太源株式会社（以下、大栄太源）を完全子会社化することが最善と判断し、平成 19 年 4 月 13 日に当社取締役会におきま

して大栄太源株式を公開買付けにより取得することを決議し、平成 19 年 5 月 21 日に本公開買付けで取得できなかった大栄太源株

式を当社株式と株式交換を行うことを決議して株式交換契約を締結いたしました。 
1．大栄太源株式の公開買付け 
（1）公開買付けの条件等 
  ①公開買付け対象株式および株式数 
    大栄太源の普通株式  6,194,973 株 
    （注）大栄太源の発行済株式の総数（14,139,566 株）から当社保有株式数（7,743,593 株）と大栄太源の保有する自己株式

数（201,000 株）を控除した株式数 
②公開買付けの日程 

平成 19 年 4 月 13 日（金） 公開買付けによる大栄太源株式取得の取締役会決議 
平成 19 年 4 月 16 日（月） 公開買付届出書提出 
 公開買付け期間開始 
平成 19 年 5 月 16 日（水） 公開買付け期間終了 
平成 19 年 5 月 23 日（水） 公開買付け決済開始 
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③公開買付けの価格 
    大栄太源の普通株式 1 株につき  金 680 円 
    （注）公開買付けの価格の算定根拠 
       当社および大栄太源はそれぞれ個別独自に第三者機関に公開買付けの価格の算定を依頼し、市場株価平均法、ディス

カウンテッド・キャッシュ・フロー法、類似会社比較法および修正純資産法による分析を行い、その算定結果および

その他事項を参考として、両社協議の結果、上記のとおり合意いたしました。 
（2）公開買付け後の状況 

①公開買付けにて取得した株式数 
    大栄太源の普通株式  5,462,633 株 
    （注）これにより、大栄太源株式の当社保有株式数は 13,206,226 株になり、保有比率は 93.40％となりました。 

②公開買付けにて取得した金額 
    金 3,714 百万円 
    （注）取得に要した資金は、金融機関からの借入金にて充当いたします。 
2．当社を完全親会社とし、大栄太源を完全子会社とする株式交換 
（1）株式交換の条件等 

①株式交換の日程 
平成 19 年 5 月 21 日（月） 株式交換の取締役会決議（両社） 
 株式交換契約締結（両社） 
平成 19 年 9 月 25 日（火） 大栄太源株式 大阪証券取引所上場廃止 
平成 19 年 10 月 1 日（月） 株式交換の効力発生日 
平成 19 年 11 月 20 日（火） 株券交付日 

    （注）当社は、会社法第 796 条第 3 項の規定に基づき、株主総会の承認を必要としない簡易株式交換の手続きにより行い

ます。また、大栄太源は、会社法第 784 条第 1 項の規定に基づき、株主総会の承認を必要としない略式株式交換の

手続きにより行います。 
②株式交換比率 

 
当社 

（完全親会社） 
大栄太源 

（完全子会社） 

株式交換比率 1 2.1 
    （注）1．株式の割当比率 
         大栄太源の普通株式 1 株に対して、当社の普通株式 2.1 株を割当交付いたします。ただし、当社が保有する大栄

太源株式 13,206,226 株については、株式交換による株式の割当交付は行いません。 
       2．株式交換により発行する新株式等 
         当社は、普通株式 260,000 株を新たに発行し、これに当社が保有する自己株式 1,700,014 株を合わせた合計

1,960,014 株を、平成 19 年 9 月 30 日の最終の大栄太源の株主名簿（実質株主名簿を含みます。）に記載または

記録された大栄太源株主（実質株主を含みます。ただし、当社を除きます。）に対し、割当交付いたします。 
       3．株式交換比率の算定根拠 
         当社および大栄太源はそれぞれ個別独自に第三者機関に株式交換比率の算定を依頼し、市場株価平均法、ディス

カウンテッド・キャッシュ・フロー法、類似会社比較法および修正純資産法による分析を行い、その算定結果お

よびその他事項を参考として、両社協議の結果、上記のとおり合意いたしました。 
③株式交換交付金 

    株式交換交付金の支払いはありません。 
（2）株式交換後の状況 

①商号、事業内容、代表者、本店所在地 
    両社とも株式交換に伴う変更はありません。 

②当社の資本金および資本準備金の額 
    資本金は増加いたしません。 

資本準備金は、株主払込資本変動額が増加いたします。 
3．大栄太源完全子会社化の当社の業績に与える影響 
  大栄太源は当社の連結子会社であり、本公開買付けおよび株式交換により負ののれんが発生する見込みであります。この負のの

れんについては、5 年間で均等償却いたします。 
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５．個 別 財 務 諸 表 
（1）貸借対照表                                                                     （単位：百万円） 

18 年 3 月期 19 年 3 月期  
（平成 18 年 3 月 31 日現在） （平成 19 年 3 月 31 日現在） 増減金額 

期別 
 
科目 金額 構成比 金額 構成比  

 （資産の部）  ％  ％ 
Ⅰ 流動資産    

1 現金及び預金  390 107  △ 282
2 受取手形  189 －  △ 189
3 売掛金 ※2 17,611 －  △ 17,611
4 商品  5,526 －  △ 5,526
5 前渡金  10 －  △ 10
6 繰延税金資産  531 12  △ 518
7 関係会社短期貸付金  － 8,400  8,400
8 その他  57 452  395

   貸倒引当金  △ 827 △ 0  826
 流動資産合計  23,489 52.0 8,971 26.6 △ 14,517

Ⅱ 固定資産    
1 有形固定資産    

  (1) 建物 ※1 2,768 2,454   
     減価償却累計額  △ 1,481 1,287 △ 1,344 1,110  △ 176
  (2) 構築物  54 53   
     減価償却累計額  △ 6 48 △ 13 39  △ 8
  (3) 車両運搬具  1 －   
     減価償却累計額  0 1 － －  △ 1
  (4) 器具及び備品  201 134   
     減価償却累計額  △ 156 45 △ 106 27  △ 17
  (5) 土地 ※1 2,010 1,999  △ 11
 有形固定資産合計  3,392 3,176  △ 215

2 無形固定資産    
  (1) 商標権  1 1  △ 0
  (2) ソフトウェア  7 10  2
  (3) 電話加入権  19 －  △ 19
  (4) 水道施設利用権  0 －  △ 0
  (5) ソフトウェア仮勘定  － 33  33
  (6) その他  － 0  0
 無形固定資産合計  30 45  14

3 投資その他の資産    
  (1) 投資有価証券 ※1 9,613 8,420  △ 1,192
  (2) 関係会社株式 ※1 7,240 11,918  4,677
  (3) 出資金  0 0  －

  (4) 長期貸付金  1 1  △ 0
  (5) 従業員に対する長期貸付金 274 －  △ 274
  (6) 関係会社長期貸付金  2,034 330  △ 1,704
  (7) 長期滞留債権  1,837 －  △ 1,837
  (8) 長期前払費用  5 9  4
  (9) 繰延税金資産  － 802  802

  (10) その他  185 110  △ 75
   貸倒引当金  △ 2,939 △ 72  2,866
 投資その他の資産合計  18,253 21,520  3,266
 固定資産合計  21,676 48.0 24,742 73.4 3,065
 資産合計  45,166 100.0 33,714 100.0 △ 11,451
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                                                                                                       （単位：百万円） 

18 年 3 月期 19 年 3 月期  
（平成 18 年 3 月 31 日現在） （平成 19 年 3 月 31 日現在） 増減金額 

期別 
 
科目 金額 構成比 金額 構成比  

 （負債の部）  ％  ％ 
Ⅰ 流動負債    

1 支払手形  183 －  △ 183
2 買掛金 ※2 9,346 －  △ 9,346
3 短期借入金 ※1 6,420 8,430  2,010
4 １年内に返済予定の長期借入金  ※1 2,433 1,808  △ 625
5 未払金  579 134  △ 445
6 未払費用 ※1 442 6  △ 435
7 未払法人税等  31 31  0
8 未払消費税等  46 －  △ 46
9 前受金  － 8  8

10 預り金  58 0  △ 58
11 従業員預り金  28 5  △ 23
12 預り保証金  687 －  △ 687
13 賞与引当金  299 15  △ 284
14 その他  0 －  △ 0

 流動負債合計  20,556 45.5 10,440 31.0 △ 10,116
Ⅱ 固定負債    

1 長期借入金 ※1 2,992 3,184  191
2 繰延税金負債  102 －  △ 102
3 退職給付引当金  1,019 －  △ 1,019
4 役員退職慰労引当金  198 178  △ 20
5 子会社支援損失引当金  1,350 －  △ 1,350
6 債務保証損失引当金  － 1,350  1,350
7 預り保証金  － 288  288

 固定負債合計  5,663 12.6 5,000 14.8 △ 662
 負債合計  26,220 58.1 15,441 45.8 △ 10,779
 （資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※3 6,495 14.4 － － －

Ⅱ 資本剰余金    
1 資本準備金  6,033 －   

 資本剰余金合計  6,033 13.4 － － －

Ⅲ 利益剰余金    
1 利益準備金  858 －   
2 任意積立金    

  (1) 買換資産圧縮積立金  301 －   
  (2) 別途積立金  3,076 －   

3 当期未処分利益  △ 826 －   
 利益剰余金合計  3,409 7.5 － － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金 3,365 7.4 － － －

Ⅴ 自己株式 ※4 △ 358 △ 0.8 － － －

 資本合計  18,945 41.9 － － －

 負債資本合計  45,166 100.0 － － －
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                                                                                                        （単位：百万円） 

18 年 3 月期 19 年 3 月期  
（平成 18 年 3 月 31 日現在） （平成 19 年 3 月 31 日現在） 増減金額 

期別 
 
科目 金額 構成比 金額 構成比  
 （純資産の部）    
Ⅰ 株主資本    

1 資本金  － － 6,495 19.3 －

2 資本剰余金    
  (1) 資本準備金  － 6,033   
  (2) その他資本剰余金  － 8   

 資本剰余金合計  － － 6,042 17.9 －

3 利益剰余金    
  (1) 利益準備金  － 858   
  (2) その他利益剰余金    
 買換資産圧縮積立金  － 292   
 別途積立金  － 1,446   
 繰越利益剰余金  － 886   
 利益剰余金合計  － － 3,483 10.3 －

4 自己株式  － － △ 485 △ 1.4 －

 株主資本合計  － － 15,535 46.1 －

Ⅱ 評価・換算差額等    
1 その他有価証券評価差額金  － － 2,737 8.1 －

 評価・換算差額等合計  － － 2,737 8.1 －

 純資産合計  － － 18,273 54.2 －

 負債純資産合計  － － 33,714 100.0 －
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（2）損益計算書                                                                     （単位：百万円） 

18 年 3 月期 19 年 3 月期 
 自 平成 17 年 4 月 1 日   自 平成 18 年 4 月 1 日  
 至 平成 18 年 3 月 31 日   至 平成 19 年 3 月 31 日  

期別 
 
 
科目 金額 百分比 金額 百分比 

増減金額 

  ％  ％ 
Ⅰ 売上高    

1 商品売上高  213,531 104,068   
2 経営管理料  － 323   
3 システム関連収入  － 128   
4 賃貸料  － 119   
5 金融収益  － 213,531 100.0 47 104,687 100.0 △ 108,844

Ⅱ 売上原価    
1 商品売上原価    

 （1）期首商品たな卸高  5,915 5,526   
 （2）当期商品仕入高  204,715 102,493   
     合計  210,631 108,019   
 （3）期末商品たな卸高 ※1 5,526 8,096   
    商品売上原価  205,105 99,922   

2 システム関連原価  － 121   
3 賃貸原価  － 52   
4 金融原価  － 205,105 96.0 34 100,131 95.6 △ 104,973

    売上総利益  8,425 4.0 4,555 4.4 △ 3,870
Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2 7,410 3.5 3,965 3.8 △ 3,445

    営業利益  1,015 0.5 589 0.6 △ 425
Ⅳ 営業外収益    

1 受取利息 ※3 37 6   
2 受取配当金 ※3 185 171   
3 賃貸料 ※3 221 109   
4 雑収入  32 477 0.2 29 317 0.3 △ 159

Ⅴ 営業外費用    
1 支払利息  116 89   
2 賃貸原価  128 95   
3 雑損失  16 262 0.1 11 195 0.2 △ 66

    経常利益  1,230 0.6 711 0.7 △ 518
Ⅵ 特別利益    

1 固定資産売却益 ※4 419 －   
2 関係会社株式売却益  78 －   
3 投資有価証券売却益  － 497 0.2 143 143 0.1 △ 353

Ⅶ 特別損失    
1 減損損失 ※5 1,530 11   
2 棚卸資産整理損  200 －   
3 経営基盤整備費用  － 108   
4 事業再編関連費用  － 106   
5 関係会社株式評価損  － 80   
6 その他  309 2,040 1.0 9 316 0.3 △ 1,723

    税引前当期純利益  △ 312 △ 0.2 538 0.5 851
    法人税、住民税及び事業税 15 10   
    法人税等調整額  896 912 0.4 49 60 0.0 △ 852
    当期純利益  △ 1,224 △ 0.6 478 0.5 1,703
    前期繰越利益  398 －  －

    当期未処分利益  △ 826 －  －
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（3）利益処分計算書及び株主資本等変動計算書 
 
利益処分計算書                                （単位：百万円） 

期別 
科目 

18 年 3 月期 

   
Ⅰ 当期未処分利益  △ 826
Ⅱ 任意積立金取崩額  

1 買換資産圧縮積立金取崩額  4
2 別途積立金取崩額  1,630 1,634

    合計  808
Ⅲ 利益処分額  

1 配当金  404
    （１株当たり配当金）  （ 7.5円）

2 役員賞与金  －

3 任意積立金  
（1）別途積立金  － 404

Ⅳ 次期繰越利益  403

 
 
株主資本等変動計算書 

19 年 3 月期（自平成 18 年 4 月 1 日 至平成 19 年 3 月 31 日）                        （単位：百万円） 
株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 
その他利益剰余金 

 

資本金 
資本準備金

その他資本
剰 余 金

利益準備金 買 換 資 産 
圧縮積立金 別途積立金

繰 越 利 益
剰  余  金

平成 18 年 3 月 31 日残高 6,495 6,033 － 858 301 3,076 △ 826
事業年度中の変動額   
買換資産圧縮積立金の取崩（注）  △ 4 4
買換資産圧縮積立金の取崩  △ 4 4
別途積立金の取崩（注）   △ 1,630 1,630
剰余金の配当（注）   △ 404
当期純利益   478
自己株式の取得   
株式交換  8  
株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）   

事業年度中の変動額合計 － － 8 － △ 8 △ 1,630 1,712
平成 19 年 3 月 31 日残高 6,495 6,033 8 858 292 1,446 886
 

株主資本 評価・換算
差額等 

 

自己株式 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

純資産合計

平成 18 年 3 月 31 日残高 △ 358 15,579 3,365 18,945
事業年度中の変動額  
買換資産圧縮積立金の取崩（注）  － －

買換資産圧縮積立金の取崩  － －

別途積立金の取崩（注）  － －

剰余金の配当（注）  △ 404 △ 404
当期純利益  478 478
自己株式の取得 △ 160 △ 160 △ 160
株式交換 33 42 42
株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）  △ 627 △ 627

事業年度中の変動額合計 △ 126 △ 44 △ 627 △ 672
平成 19 年 3 月 31 日残高 △ 485 15,535 2,737 18,273
 
（注）平成 18 年 6 月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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（4）部門別売上高                            （単位：百万円） 

18 年 3 月期    18 年 9 月期 （注）2 

 自 平成 17 年 4 月 1 日   自 平成 18 年 4 月 1 日  

 至 平成 18 年 3 月 31 日   至 平成 18 年 9 月 30 日  

期別 
 
部門 

金額 構成比 前期比 金額 構成比 前期比 
    ％ ％ ％ ％ 
 市場営業本部       
   鮮魚部  85,056 39.8 101.8 42,349 40.7 － 
   加工食品部  71,286 33.4 89.7 29,976 28.8 － 

   計  156,343 73.2 95.9 72,326 69.5 － 
      
 商品事業本部  57,187 26.8  111.0 25,836 24.8 － 
 ＣＲＭ本部  － － － 5,905 5.7 － 
      

合計 213,531 100.0  99.5 104,068 100.0 － 
 
（注）1．平成 18 年 7 月商品事業品部事業部をＣＲＭ本部に組織変更しております。 
   2．全事業である荷受事業については、平成 18 年 10 月 1 日付の会社分割による持株会社体制移行に伴い、 

新設事業会社である大阪魚市場㈱に承継いたしました。このため、当事業年度は、18 年 9 月期（自平成 
18 年 4 月 1 日 至平成 18 年 9 月 30 日）の売上高を記載しております。 
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（5）重要な会計方針 
1．有価証券の評価基準及び評価方法              

 (1) 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

 (2) その他有価証券 時価のあるもの･･･事業年度末日前 1 ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し､売却原価は移動平均法により算

定） 
時価のないもの･･･移動平均法による原価法 

2．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 時価法 

3．たな卸資産の評価基準及び評価方法 個別法による低価法 

4．固定資産の減価償却の方法  
 (1) 有形固定資産 定率法 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降取得した建物（建物附属設備を除く。）については、

定額法を採用しております。なお、取得価額が 10 万円以上 20 万円未満の少額減価償却

資産については、3 年間で均等償却する方法を採用しております。 

 (2) 無形固定資産 定額法 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年）に基づ

いております。 

5．引当金の計上基準  
 (1) 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 

 (2) 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

 (3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10 年)
による定率法により翌事業年度から費用処理することとしております。 

 (4) 役員退職慰労引当金 執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。なお、平成 18 年 6 月 29 日開催の定時株主総会において、従来の取締役に対する役員

退職慰労金制度を廃止しており、同総会締結日までの在任期間に対応する退職慰労金の支

給予定額を役員慰労引当金として計上しております。 

 (5) 債務保証損失引当金 子会社に係る債務保証の損失に備えるため、当該子会社の資産内容を勘案し損失見込額

を計上しております。 

6．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

7．ヘッジ会計の方法  
 (1) ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。また、振当処理の要件を満たす為替予約については振当

処理を行っております。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約取引 
ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引 

 (3) ヘッジ方針 外貨建金銭債権債務等に係る将来の為替レート変動リスクを回避するため、原則として、個

別取引ごとにヘッジ目的で為替予約取引を行っております。 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 為替予約においては、取引すべてが将来の購入予定に基づくものであり、実行の可能性

が極めて高いため、有効性の評価は省略しております。 

8．消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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（6）会計処理方法の変更 
（役員賞与に関する会計基準） 

当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第 4 号 平成 17 年 11 月 29 日）を適用しております。 
なお、損益に与える影響はありません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 
当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準（企業会計基準第 5 号 平成 17 年 12 月 9 日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第 8 号 平成 17 年 12 月 9 日）を適用しております。

これまでの資本の部の合計に相当する金額は 18,273 百万円であります。 
なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。 
（企業結合に係る会計基準） 

当事業年度より、企業結合に係る会計基準（「企業結合に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成 15 年 10 月

31 日））及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第 7 号 平成 17 年 12 月 27 日）並びに「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 10 号 平成 17 年 12 月 27 日）を適用しております。 
（預り保証金の表示区分） 
営業債権及び賃貸用資産に係る預り保証金は、不定期に払戻しされる実態に鑑み、従来は流動負債に表示しておりましたが、平成 18
年 10 月 1 日付会社分割により営業債権に係る保証金の全てを新設事業会社に承継したため、賃貸用資産に係る預り保証金として固定

負債へ表示区分を変更しております。 
この変更により流動負債が 288 百万円減少し、固定負債が同額増加しております。 

 
 
（7）表示方法の変更 
（貸借対照表） 

前事業年度まで区分掲記しておりました「電話加入権」は、平成 18 年 10 月 1 日付の会社分割の方法による持株会社体制移行に伴い、

新設事業会社である大阪魚市場㈱に会社分割し、金額的重要性が乏しくなったため、無形固定資産の「その他」に含めて表示するこ

とにいたしました。なお、当事業年度における「電話加入権」の金額は 0 百万円で、会社分割した金額は 19 百万円であります。 
前事業年度まで区分掲記しておりました「水道施設利用権」は、金額的重要性が乏しくなったため、無形固定資産の「その他」に含

めて表示することにいたしました。なお、当事業年度における「水道施設利用権」の金額は 0 百万円であります。 
（損益計算書） 

「経営基盤整備費用」については、特別損失の総額の 100 分の 10 を超えたため、区分掲記しております。なお、前事業年度は特別

損失の「その他」に 163 百万円含まれております。 
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（8）個別財務諸表に関する注記事項 
（貸借対照表関係） 

18 年 3 月期 
（平成 18 年 3 月 31 日現在） 

19 年 3 月期 
（平成 19 年 3 月 31 日現在） 

 
※1．担保資産及び担保付債務 

 
※1．担保資産及び担保付債務  

担保に供している資産 百万円 担保に供している資産 百万円 
 建物 455  建物 459
 土地 589  土地 589
 投資有価証券 711  投資有価証券 535
 関係会社株式 3,536  関係会社株式 3,536
 計 5,291  計 5,120

担保付債務 百万円 担保付債務 百万円 
 短期借入金 3,520  短期借入金 4,810
 1 年内に返済予定の長期借入金 1,733  1 年内に返済予定の長期借入金 733
 未払費用 40  長期借入金 2,584
 長期借入金 1,917  計 8,127
 計 7,211   

  

※2．関係会社に対する債権・債務 ※2．          ───── 
 売掛金 1,051 百万円   

 買掛金 660 百万円    
        

※3．株式の状況 ※3．          ───── 
 授権株式数 普通株式 209,159,000 株     

 発行済株式総数 普通株式  55,362,921 株     

    ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われた場合には、

これに相当する株式数を減ずることになっております。 
 

  

※4．自己株式 ※4．          ─────  

    会社が保有する自己株式の数は普通株式 1,372,925 株であり

ます。  

 
5．偶発債務 

保証債務（銀行借入保証等）           百万円 

 
5．偶発債務 

保証債務（銀行借入保証等）          百万円 
 UOICHI PANAMA INC.   2,559   UOICHI PANAMA INC.   2,220

 ㈱スイチョク 4,599   ㈱スイチョク 3,360

 ㈱兵殖 2,450   ㈱兵殖 2,200

 その他（３社） 134   その他（３社） 117

 計 9,742  計 7,897

6．配当制限 6．          ───── 

    商法施行規則第 124 条第 3 号に規定する資産に時価を付し

たことにより増加した純資産額は、3,365百万円であります。
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（損益計算書関係） 

18 年 3 月期 
自 平成 17 年 4 月 1 日 
至 平成 18 年 3 月 31 日 

19 年 3 月期 
自 平成 18 年 4 月 1 日 
至 平成 19 年 3 月 31 日 

 
※1．         ───── 

 
※1．商品たな卸高については、当社は平成 18 年 10 月 1 日付で、

会社分割の方法による持株会社体制に移行に伴い残高の全

てを新設事業会社である大阪魚市場㈱に会社分割している

ため、中間会計期間末の商品たな卸高を記載しております。

  
※2．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 ※2．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

百万円 百万円 

 市場使用料 709 市場使用料 356

 雑使用料 294 雑使用料 158

 出荷奨励金 4 出荷奨励金 2

 完納奨励金 480 完納奨励金 227

 貸倒引当金繰入額 47 貸倒引当金繰入額 0

 給料手当 2,989 給料手当 1,631

 賞与金 324 賞与引当金繰入額 339

 賞与引当金繰入額 299 退職給付費用 21

 退職給付費用 196 厚生費 390

 厚生費 716 減価償却費 13

 減価償却費 24 諸税公課 47

 諸税公課 48  
  

※3．関係会社に対する事項 ※3．関係会社に対する事項 
百万円 百万円 

 受取利息 26 受取配当金 82

 受取配当金 142 賃貸料 43

 賃貸料 57  
   

※4．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。 ※4．         ───── 
百万円  

 土地 458    

 付随費用 △ 38    

 計 419    
     

※5．減損損失 ※5．減損損失 

当社は、部門別管理会計区分を減損損失を把握するグル－ピングの単

位としております。本社等特定の部門との関連が明確でない資産は共

有資産とし、それ以外の賃貸用資産及び遊休資産については個別の物

件ごとにグル－ピングしております。そのうち、時価が著しく下落し

ている遊休資産について帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少

額 1,530 百万円を減損損失として計上しております。 
減損損失の内訳は以下のとおりであります。 
 遊休資産   大阪府泉佐野市他  土地   1,530 百万円 
なお、土地の回収可能額は不動産鑑定評価額及び公示価額等に基づく

正味売却価額により算定しております。 

当社は、部門別管理会計区分を減損損失を把握するグル－ピング

の単位としております。本社等特定の部門との関連が明確でない

資産は共有資産とし、それ以外の賃貸用資産及び遊休資産につい

ては個別の物件ごとにグル－ピングしております。なお、当社は

平成 18 年 10 月 1 日付で会社分割により持株会社体制に移行し、

主な保有資産は賃貸用資産となっており、そのうち、時価が著し

く下落している賃貸用資産について帳簿価額を回収可能額まで減

額し、当該減少額 11 百万円を減損損失として計上しております。

減損損失の内訳は以下のとおりであります。 
 賃貸用資産   兵庫県尼崎市  土地    11 百万円 
なお、土地の回収可能額は公示価額等に基づく正味売却価額によ

り算定しております。 
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（株主資本等変動計算書関係） 
19 年 3 月期（自平成 18 年 4 月 1 日 至平成 19 年 3 月 31 日） 
自己株式の種類及び株式数に関する事項                                       （単位：株） 

株式の種類 前事業年度末株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数 

普通株式 1,372,925 466,612 119,700 1,719,837 

合計 1,372,925 466,612 119,700 1,719,837 

（注）1．普通株式の自己株式の株式数の増加 466,612 株は、大阪証券取引所のＪ－ＮＥＴ市場における買付による増加 400,000 株、単元未

満株式の買取による増加 66,612 株であります。 
   2．普通株式の自己株式の株式数の減少 119,700 株は、当社の連結子会社である和歌山魚類㈱を株式交換により完全子会社化したこと

による減少であります。 
 
 
（リース取引関係） 
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
 
 
（有価証券関係） 
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの                                  （単位：百万円） 

18 年 3 月期 
（平成 18 年 3 月 31 日現在） 

19 年 3 月期 
（平成 19 年 3 月 31 日現在）  

貸借対照表計上額 時価 差額 貸借対照表計上額 時価 差額 

子会社株式 5,952 5,854 △ 98 5,952 4,189 △ 1,763 

関連会社株式 － － － － － － 

合計 5,952 5,854 △ 98 5,952 4,189 △ 1,763 
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（税効果会計関係） 

18 年 3 月期 
（平成 18 年 3 月 31 日現在） 

19 年 3 月期 
（平成 19 年 3 月 31 日現在） 

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
  

（1）流動の部 （1）流動の部 
  （繰延税金資産）             百万円   （繰延税金資産）              百万円 

 貸倒引当金  298 賞与引当金  6
 賞与引当金  122 未払事業税  8
 棚卸資産整理損  82  その他  0

 未払事業税  6  繰延税金資産合計  15

 その他  24    （繰延税金負債）  

 繰延税金資産合計  534 買換資産圧縮積立金  2

  （繰延税金負債）   繰延税金負債合計  2

 買換資産圧縮積立金  2 繰延税金資産の純額  12

 繰延税金負債合計  2   

 繰延税金資産の純額  531   

（2）固定の部 （2）固定の部 
  （繰延税金資産）             百万円   （繰延税金資産）              百万円 

 貸倒引当金  941 役員退職慰労引当金  73
 退職給付引当金  418 繰越欠損金  929
 役員退職慰労引当金  81 債務保証損失引当金  553
 子会社支援損失引当金  553 減損損失  632
 繰越欠損金  1,199 関係会社株式  1,872
 減損損失  627 その他  68

 その他  5 繰延税金資産小計  4,129

 繰延税金資産小計  3,827 評価性引当額  △ 1,224

 評価性引当額  △ 1,387 繰延税金資産合計  2,905

 繰延税金資産合計  2,440   （繰延税金負債）  

  （繰延税金負債）   買換資産圧縮積立金  200
 買換資産圧縮積立金  203  その他有価証券評価差額金  1,902  

 その他有価証券評価差額金  2,339  繰延税金負債合計  2,103  

 繰延税金負債合計  2,542  繰延税金資産の純額  802  

 繰延税金負債の純額  102     

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要

な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 
2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な

差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 
    ％ 
税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。 法定実効税率 41.0  

 （調整）  
 交際費等永久に損金に算入されない項目 5.0  
 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 10.1  
 住民税均等割等 1.9  
 評価性引当額の減少 △ 27.9  
 その他 1.3  

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 11.2  
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（1 株当たり情報） 

18 年 3 月期 
自 平成 17 年 4 月 1 日 
至 平成 18 年 3 月 31 日 

19 年 3 月期 
自 平成 18 年 4 月 1 日 
至 平成 19 年 3 月 31 日 

  
 1 株当たり純資産額  350.91 円   1 株当たり純資産額  340.65 円  

 1株当たり当期純損失金額  22.68 円   1 株当たり当期純利益金額  8.90 円  
        

なお、潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益金額については、潜

在株式が存在しないため、記載をしておりません。 
同左 

  
（注）1 株当たり当期純利益金額又は 1 株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。      （単位：百万円） 

 
18 年 3 月期 

自 平成 17 年 4 月 1 日 
至 平成 18 年 3 月 31 日 

19 年 3 月期 
自 平成 18 年 4 月 1 日 
至 平成 19 年 3 月 31 日 

当期純利益 △ 1,224 478 

普通株主に帰属しない金額 － － 

（うち利益処分による役員賞与金） （－） （－） 

普通株式に係る当期純利益 △ 1,224 478 

期中平均株式数 54,007,101 株 53,760,533 株 
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（重要な後発事象） 
   18 年 3 月期（自平成 17 年 4 月 1 日 至平成 18 年 3 月 31 日） 

1．株式分割による持株会社体制移行について 
     当社は、平成 18 年 5 月 19 日開催の取締役会において、平成 18 年 10 月 1 日を分割期日として、分社型新設分割の方法により、

全事業である荷受事業を会社分割し持株会社体制に移行することを決議し、平成 18 年 6 月 29 日開催の当社定時株主総会におい

て分割計画書の承認を受けました。 
（1）会社分割の目的 

当社グループは、水産物流通における急激な環境変化の流れに迅速に対応するために、新しい水産物流通サービス業（生産者か

ら消費者までの水産物流通のトータルシステム）を創造し、お客様に安全・安心と満足を提供することにより社会に貢献するこ

とを通じて企業価値の最大化を図ることをグループ戦略の基本方針としており、この基本方針を実現するために持株会社体制に

移行することといたしました。 
持株会社体制移行後当社は持株会社として、「グループ経営の強化による総合力の発揮」「荷受事業および市場外事業それぞれ

のビジネスモデルに応じた戦略策定・推進と経営管理の実現」「事業の選択と集中とＭ＆Ａ戦略の推進」を行ってまいります。 
（2）分割当事会社の概要 

①分割会社 
商号     大阪魚市場㈱（ＯＵＧホールディングス㈱に商号変更予定） 
事業内容   水産物卸売業 
設立年月日  昭和 21 年 6 月 12 日 
住所     大阪市福島区野田 1 丁目 1 番 86 号 
代表者    代表取締役社長 竹西 俊之助 
資本金    6,495 百万円 
決算期    3 月 31 日   

②新設会社 
商号     大阪魚市場㈱ 
事業内容   水産物卸売業 
設立年月日  平成 18 年 10 月 1 日 
住所     大阪市福島区野田 1 丁目 1 番 86 号 
代表者    代表取締役社長 勝屋 昭雄 
資本金    2,000 百万円 
決算期    3 月 31 日 

（3）分割方式 
①分割方式 

      当社を分割会社として、新設する大阪魚市場㈱に事業を承継させる分社型の新設分割とします。なお、当社は分割期日をもって、

ＯＵＧホールディングス㈱へ商号を変更いたします。 
②当該分割方式を採用した理由 

持株会社体制への移行を効率的かつ円滑に実施するため、当該分割方式を採用いたしました。 
（4）株式の割当て 

  本件分割に際して、新設会社の発行する普通株式 40,000 株は、全て分割会社である当社に割り当てられます。 
（5）分割交付金 
  分割交付金の支払はいたしません。 

（6）分割する事業部門の内容 
①部門の事業内容 
 水産物卸売業 

②経営成績（平成 18 年 3 月期）                         （単位：百万円） 
 水産物卸売事業（A） 当社実績（B） 比率（A／B） 

売上高 213,531 213,531 100.0％ 
売上総利益 8,425 8,425 100.0％ 

（注）分割する事業に係る経費等を提出日現在では確定できないため、売上高および売上総利益のみ掲載しております。 
③譲渡資産、負債の項目および金額 

      分割会社の事業に属する資産、負債を新設会社に譲渡いたします。なお、金額については、提出日現在では確定できておりませ

ん。 
（7）分割期日 

  平成 18 年 10 月 1 日 
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（8）分割後の当社の状況 
   商号     ＯＵＧホールディングス㈱ 
   事業内容   グループを統括する持株会社 
   本店所在地  大阪市福島区野田 1 丁目 1 番 86 号 
   代表者    竹西 俊之助 
   資本金    分割による資本金の増加はありません。 
   総資産    承継会社に承継する負債相当額が減少いたします。 
   決算期    3 月 31 日 

2．近畿地区における水産物荷受事業の統合に関する基本合意について 
     当社と㈱マルハグループ本社は、水産物の基幹商流を担う「市場流通」、市場流通の一翼を担う「荷受事業」として、近畿地区の

消費者、最終需要者の皆様に、「安全・安心」な水産物を「安定的かつ効率的」にお届けし続けるため、平成 18 年 5 月 22 日に

開催の各々の取締役会において、近畿地区における両社のグループ荷受事業会社を束ねる荷受中間持株会社を設立し、荷受事業の

統合を進めていくことについて基本合意することを決議いたしました。 
（1）基本合意の概略 

①共同株式移転による荷受中間持株会社設立 
      当社および㈱マルハグループ本社は、当社が設立予定である荷受中間持株会社を更に発展させ、平成 19 年 4 月 1 日を目標に、

荷受事業会社 5 社（分割後の大阪魚市場㈱、神港魚類㈱、大京魚類㈱、和歌山魚類㈱、滋賀県魚市場㈱）による共同株式移転に

より荷受中間持株会社を設立し、上記 5 社に㈱奈良魚市、尼崎水産市場㈱を加えた 7 荷受事業会社の事業統合を行います。 
②分割後の大阪魚市場㈱は、平成 18 年 10 月 1 日（予定）をもって当社が全事業である荷受事業を会社分割して新たに設立する

会社であり、平成 18 年 6 月 29 日開催の当社定時株主総会において分割計画書の承認を受けました。 
③共同株式移転に先立ち、㈱マルハグループ本社は神港魚類㈱の完全子会社化を平成 18 年 9 月 1 日に行う予定であり、平成 18

年 6 月 29 日開催の神港魚類㈱の定時株主総会において承認されました。 
④荷受中間持株会社の詳細（名称、資本構成、役員構成、事業計画等）につきましては、設立準備委員会を設置し検討してまいり

ます。同委員会にて、併せて、「近畿地区の最適な水産物流通」のビジョンとして掲げる「近畿荷受ネットワーク」および「近

畿水産物サプライチェーン」の実現に向けた検討を進めてまいります。 
（2）各社の概要 

社名 当社（大阪魚市場㈱）（大証一部上場） 
事業内容 水産物卸売業 
設立年月日 昭和 21 年 6 月 12 日 
本店所在地 大阪市福島区野田 1 丁目 1 番 86 号 
代表者 代表取締役社長 竹西 俊之助 
資本金 6,495 百万円 
発行済株式数 55,362 千株 
売上高 213,531 百万円 
  
社名 和歌山魚類㈱ 
事業内容 水産物卸売業 
設立年月日 昭和 42 年 4 月 1 日 
本店所在地 和歌山県和歌山市西浜 1660－401 
代表者 代表取締役社長 石谷 暢宏 
資本金 300 百万円 
発行済株式数 600 千株 
売上高 19,017 百万円 
  
社名 滋賀県魚市場㈱ 
事業内容 水産物卸売業 
設立年月日 昭和 61 年 2 月 23 日 
本店所在地 滋賀県大津市瀬田大江町 59－1 
代表者 代表取締役社長 西 悠平 
資本金 80 百万円 
発行済株式数 1,600 株 
売上高 5,327 百万円 
  
社名 ㈱マルハグループ本社（東証一部上場） 
事業内容 水産物卸売業を営む会社の株式を所有することによる当該会社の事業活動の支配および管理等

設立年月日 平成 16 年 4 月 1 日 
本店所在地 東京都千代田区大手町 1 丁目 1 番 2 号 
代表者 代表取締役社長 五十嵐 勇二  
資本金 25,000 百万円 
発行済株式数 （普通株式）300,000 千株 
売上高 6,914 百万円 
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社名 神港魚類㈱（大証二部上場） 
事業内容 水産物卸売業 
設立年月日 昭和 23 年 4 月 12 日 
本店所在地 神戸市兵庫区中之島 1 丁目 1 番 1 号 
代表者 代表取締役社長 野沢 三郎 
資本金 891 百万円 
発行済株式数 10,000 千株 
売上高 66,507 百万円 
  
社名 大京魚類㈱ 
事業内容 水産物卸売業 
設立年月日 昭和 23 年 4 月 16 日 
本店所在地 京都市下京区朱雀分木町市有地 
代表者 代表取締役社長 田中 一 
資本金 200 百万円 
発行済株式数 4,000 千株 
売上高 30,419 百万円 
  
社名 ㈱奈良魚市 
事業内容 水産物卸売業 
設立年月日 昭和 51 年 12 月 11 日 
本店所在地 奈良県大和郡山市筒井町 957－1 
代表者 代表取締役社長 谷和 道雄 
資本金 90 百万円 
発行済株式数 180 千株 
売上高 15,469 百万円 
  
社名 尼崎水産市場㈱ 
事業内容 水産物卸売業 
設立年月日 昭和 28 年 10 月 23 日 
本店所在地 兵庫県尼崎市潮江 4 丁目 4 番 1 号 
代表者 代表取締役社長 安藤 正郎 
資本金 250 百万円 
発行済株式数 500 千株 
売上高 9,224 百万円 

  
 （注）資本金、発行済株式数および売上高については、平成 18 年 3 月期の数値であります。 
 

    
19 年 3 月期（自平成 18 年 4 月 1 日 至平成 19 年 3 月 31 日） 

当社は、「第 1 期ＯＵＧ中期経営計画」に基づいて、当社グループのコア事業であります市場外事業を統合・再編して事業戦略を推

進していくことを目的として、当社グループが保有する経営資源を相互補完・活用し、競争力を強化するために当社の連結子会社で

ある大栄太源株式会社（以下、大栄太源）を完全子会社化することが最善と判断し、平成 19 年 4 月 13 日に当社取締役会におきま

して大栄太源株式を公開買付けにより取得することを決議し、平成 19 年 5 月 21 日に本公開買付けで取得できなかった大栄太源株

式を当社株式と株式交換を行うことを決議して株式交換契約を締結いたしました。 
1．大栄太源株式の公開買付け 
（1）公開買付けの条件等 
  ①公開買付け対象株式および株式数 
    大栄太源の普通株式  6,194,973 株 
    （注）大栄太源の発行済株式の総数（14,139,566 株）から当社保有株式数（7,743,593 株）と大栄太源の保有する自己株式

数（201,000 株）を控除した株式数 
②公開買付けの日程 

平成 19 年 4 月 13 日（金） 公開買付けによる大栄太源株式取得の取締役会決議 
平成 19 年 4 月 16 日（月） 公開買付届出書提出 
 公開買付け期間開始 
平成 19 年 5 月 16 日（水） 公開買付け期間終了 
平成 19 年 5 月 23 日（水） 公開買付け決済開始 
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③公開買付けの価格 
    大栄太源の普通株式 1 株につき  金 680 円 
    （注）公開買付けの価格の算定根拠 
       当社および大栄太源はそれぞれ個別独自に第三者機関に公開買付けの価格の算定を依頼し、市場株価平均法、ディス

カウンテッド・キャッシュ・フロー法、類似会社比較法および修正純資産法による分析を行い、その算定結果および

その他事項を参考として、両社協議の結果、上記のとおり合意いたしました。 
（2）公開買付け後の状況 

①公開買付けにて取得した株式数 
    大栄太源の普通株式  5,462,633 株 
    （注）これにより、大栄太源株式の当社保有株式数は 13,206,226 株になり、保有比率は 93.40％となりました。 

②公開買付けにて取得した金額 
    金 3,714 百万円 
    （注）取得に要した資金は、金融機関からの借入金にて充当いたします。 
2．当社を完全親会社とし、大栄太源を完全子会社とする株式交換 
（1）株式交換の条件等 

①株式交換の日程 
平成 19 年 5 月 21 日（月） 株式交換の取締役会決議（両社） 
 株式交換契約締結（両社） 
平成 19 年 9 月 25 日（火） 大栄太源株式 大阪証券取引所上場廃止 
平成 19 年 10 月 1 日（月） 株式交換の効力発生日 
平成 19 年 11 月 20 日（火） 株券交付日 

    （注）当社は、会社法第 796 条第 3 項の規定に基づき、株主総会の承認を必要としない簡易株式交換の手続きにより行い

ます。また、大栄太源は、会社法第 784 条第 1 項の規定に基づき、株主総会の承認を必要としない略式株式交換の

手続きにより行います。 
②株式交換比率 

 
当社 

（完全親会社） 
大栄太源 

（完全子会社） 

株式交換比率 1 2.1 
    （注）1．株式の割当比率 
         大栄太源の普通株式 1 株に対して、当社の普通株式 2.1 株を割当交付いたします。ただし、当社が保有する大栄

太源株式 13,206,226 株については、株式交換による株式の割当交付は行いません。 
       2．株式交換により発行する新株式等 
         当社は、普通株式 260,000 株を新たに発行し、これに当社が保有する自己株式 1,700,014 株を合わせた合計

1,960,014 株を、平成 19 年 9 月 30 日の最終の大栄太源の株主名簿（実質株主名簿を含みます。）に記載または

記録された大栄太源株主（実質株主を含みます。ただし、当社を除きます。）に対し、割当交付いたします。 
       3．株式交換比率の算定根拠 
         当社および大栄太源はそれぞれ個別独自に第三者機関に株式交換比率の算定を依頼し、市場株価平均法、ディス

カウンテッド・キャッシュ・フロー法、類似会社比較法および修正純資産法による分析を行い、その算定結果お

よびその他事項を参考として、両社協議の結果、上記のとおり合意いたしました。 
③株式交換交付金 

    株式交換交付金の支払いはありません。 
（2）株式交換後の状況 

①商号、事業内容、代表者、本店所在地 
    両社とも株式交換に伴う変更はありません。 

②当社の資本金および資本準備金の額 
    資本金は増加いたしません。 

資本準備金は、株主払込資本変動額が増加いたします。 
3．大栄太源完全子会社化の当社の業績に与える影響 
  当社の業績に与える影響は軽微であります。 
 
 
（追加情報） 
当社は、平成 18 年 10 月 1 日にＯＵＧホールディングス㈱に商号変更し、会社分割により全事業である荷受事業を新設の大阪魚市

場㈱に承継し、純粋持株会社体制に移行いたしました。このため、当期の財政状態及び経営成績は前期と比較して大きく変動してお

ります。 
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６. 役 員 の 異 動 

 
 

1. 新任取締役候補 （平成 19 年 6 月 28 日付予定） 

     取  締  役           下川 真二  （現 社外監査役（常勤）） 

 

 

2. 退任予定取締役 （平成 19 年 6 月 28 日付予定） 

     社外取締役           久代 敏男  

  

 

3. 新任監査役候補 （平成 19 年 6 月 28 日付予定） 

     社外監査役（非常勤）  富田 英孝 （公認会計士、現 ダイソー株式会社社外監査役）  

監  査  役（非常勤）  谷和 道雄  （現 株式会社奈良魚市代表取締役社長）  

 

 

4. 退任予定監査役 （平成 19 年 6 月 28 日付予定） 

     社外監査役（常  勤）  下川  真二  

 


